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1. 調査団員・氏名 



 

 

 

調査団員氏名、所属 

 

準備調査 現地調査 

No. 氏名 担        当 所      属 

官調査団員リスト 

1 丸岡 秀行 総括団長／総括 JICA 中南米部次長 

2 林  俊行 技術参与（地方電化） JICA 国際協力専門員 

3 相良 冬木 計画管理 JICA 産業開発部 
電力・エネルギー課 

4 茂木 健司 調達監理計画 JICS 業務第一部施設第三課副課長 

調査団員リスト 

5 佐野 裕一 業務主任／マイクロ水力開発計画 ㈱ニュージェック 

6 本家 正彦 組織形成／村落ファシリテーション ㈱ニュージェック 

7 川端 郁子 環境社会配慮 ㈱ニュージェック 

8 丸岡  巧 施設計画／水力土木 ㈱ニュージェック 

9 石橋 丈治 発電設備計画／運営維持管理計画 ㈱ニュージェック 

10 山岡 茂樹 配電設備計画 ㈱ニュージェック 

11 和田 哲郎 施工・調達計画／積算 ㈱ニュージェック 

12 吉川 敦子 通訳（西語） ㈱ニュージェック 

13 井上 慶一 業務調整 ㈱ニュージェック 

 
準備調査 調査結果概要説明 

No. 氏名 担        当 所      属 

官調査団員リスト 

1 相良 冬木 計画管理 JICA 産業開発部 
電力・エネルギー課 

2 茂木 健司 調達監理計画 JICS 業務第一部施設第三課副課長 

調査団員リスト 

5 佐野 裕一 業務主任／マイクロ水力開発計画 ㈱ニュージェック 

8 丸岡  巧 施設計画／水力土木 ㈱ニュージェック 

9 石橋 丈治 発電設備計画／運営維持管理計画 ㈱ニュージェック 

12 吉川 敦子 通訳（西語） ㈱ニュージェック 

 



2. 調査行程 



1-1.　現地調査　１

日付 曜日 総括 技術参与（地方電化） 計画管理 調達監理計画
業務主任/

マイクロ水力開発
組織形成/村落開発
ファシリテーション

施設計画/水力土木 業務調整

丸岡 林 相良 茂木 佐野 本家 丸岡 井上

1 2009/3/14 土 他ミッションより合流
移動（成田 →　ｼｶｺﾞ
→  ﾏｲｱﾐ　→　ｸﾞｱﾃﾏﾗｼ

ﾃｨ）
他ミッションより合流

移動（伊丹  →成田 →
ﾀﾞﾗｽ→　ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ）

移動（成田 →　ﾀﾞﾗｽ→
ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ）

移動（成田 →　ﾀﾞﾗｽ→
ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ）

2 3/15 日

3 3/16 月
FS協議、MEM協議、大使

館･JICA表敬

4 3/17 火 FS打合せ

UNDP/FS協議、MEM/FS協
議、

環境省・CONAP協議、
SEGEPLAN協議

5 3/18 水
INFOM 打合せ

FS打合せ
INFOM 打合せ

FS打合せ

6 3/19 木

7 3/20 金
移動ｱｷｭｰﾙ→ﾈﾊﾞﾌ→ｺﾊﾞﾝ →

ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ

8 3/21 土

9 3/22 日

10 3/23 月 FS打合せ

11 3/24 火

12 3/25 水 FS打合せ
MEMとMD協議、FS打合

せ、ローカルコンサルと
の打合せ

13 3/26 木 MD署名、FS打合せ
FS打合せ、

ワークショップ準備
FS打合せ、

ワークショップ準備

14 3/27 金
調整業務、大使館、JICAへ現

地調査結果報告

15 3/28 土
移動 （ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→

ﾋｭｰｽﾄﾝ）

16 3/29 日  移動（ﾋｭｰｽﾄﾝ→） 資料整理
移動（伊丹  →成田 →
ﾀﾞﾗｽ→　ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ）

17 3/30 月 移動（成田着）
FS打合せ、

ワークショップ準備
MEMとの協議
FSとの打合せ

MEMとの協議
FSとの打合せ

小水力発電所視察 小水力発電所視察

資料整理 調整業務

移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ ﾏｲｱﾐ→　ﾜｼﾝﾄﾝ）

MEM大臣協議、農牧省･森林庁表敬・協議、IDB表敬・協議、FS打合せ
MEM大臣協議、農牧省･森林庁表敬・協議、

IDB表敬・協議、FS打合せ

MEMとの協議
FSとの打合せ

MEMとMD協議、FS打合せ、JICA事務所打合せ
MEMとMD協議、FS打合せ

JICA事務所打合せ

MD署名、FS打合せ

大使館、JICAへ現地調査結果報告 大使館、JICAへ現地調査結果報告

FS打合せ

MD案作成、団内協議、FS打合せ、UNDP協議、MEMとMDの協議
MD案作成、団内協議、FS打合せ、

UNDP協議、MEMとMD協議

MEM･FS協議、ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ﾁｪﾙ移動、ﾁｪﾙ視察･協議　→ｱｷｭｰﾙ移動 MEM･FS協議、ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ﾁｪﾙ移動、ﾁｪﾙ視察･協議　→ｱｷｭｰﾙ移動

調整業務

移動 ｱｷｭｰﾙ→ﾈﾊﾞﾌ→ｺﾊﾞﾝ→ﾗﾝｷﾝ 移動 ｱｷｭｰﾙ→ﾈﾊﾞﾌ→ｺﾊﾞﾝ→ﾗﾝｷﾝ

ｶｰﾎﾞﾝ市表敬･協議→ｾｱｼﾙ視察・協議→
ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ視察･協議→ﾊﾟﾝｿｽ市表敬･協議→ﾃﾚﾏﾝ泊

ｶｰﾎﾞﾝ市表敬･協議→ｾｱｼﾙ視察・協議→
ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ視察･協議→ﾊﾟﾝｿｽ市表敬･協議→ﾃﾚﾏﾝ泊

ﾃﾚﾏﾝ→ﾗｽ･ｺﾝﾁｬｽ視察・協議、
ﾁｬﾊｰﾙ市長協議、移動→ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ

ﾃﾚﾏﾝ→ﾗｽ･ｺﾝﾁｬｽ視察・協議、
ﾁｬﾊｰﾙ市長協議、移動→ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ

UNDP/FS協議、MEM/FS協議、環境省・CONAP協議、SEGEPLAN協議
UNDP/FS協議、MEM/FS協議、環境省・CONAP協議、

SEGEPLAN協議

MEM･FS･ProRural･INDE協議、MEM大臣表敬、CNEE協議、AGER協議 MEM･FS･ProRural･INDE協議、MEM大臣表敬、AGER協議

団内調整会議 団内調整会議

FS協議、MEM協議、大使館･JICA表敬 FS協議、MEM協議、大使館･JICA表敬

グアテマラ国クリーン・エネルギーによる北部村落生産活動促進計画準備調査

調　　査　　行　　程

官団員 コンサルタント団員

移動（成田 →　ﾀﾞﾗｽ→
ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ）

MEMとMD協議、FS打合せ
JICA事務所打合せ

翻訳業務

通訳

吉川



日付 曜日 総括 技術参与（地方電化） 計画管理 調達監理計画
業務主任/

マイクロ水力開発
組織形成/村落開発
ファシリテーション

施設計画/水力土木 業務調整

丸岡 林 相良 茂木 佐野 本家 丸岡 井上

18 3/31 火 ﾗﾝｷﾝに移動 ﾗﾝｷﾝに移動

19 4/1 水 ｾｱｼﾙ現地調査 ｾｱｼﾙ現地調査

20 4/2 木 ｾｱｼﾙ現地調査 ﾃﾚﾏﾝに移動 ｾｱｼﾙ現地調査 ﾃﾚﾏﾝに移動

21 4/3 金 ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ現地調査 ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ現地調査

22 4/4 土
ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ現地調査 ﾘｵ･

ﾄﾞｩﾙｾに移動
ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ現地調査 ﾘｵ･

ﾄﾞｩﾙｾに移動

23 4/5 日 ﾗｽ･ｺﾝﾁｬｽ現地調査 ﾗｽ･ｺﾝﾁｬｽ現地調査

24 4/6 月 ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨに移動
FS打合せ、

ワークショップ準備
ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨに移動

FS打合せ、
ワークショップ準備

25 4/7 火
ローカルコンサルとの打
合せ（測量、流量観測）

UNDP-PUREとの打合せ
ローカルコンサルとの打
合せ（測量、流量観測）

ローカルコンサルとの打合せ
（測量、流量観測）

26 4/8 水

27 4/9 木 調査結果のまとめ 調査結果のまとめ

28 4/10 金 移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ﾀﾞﾗｽ）

29 4/11 土 移動（ﾀﾞﾗｽ→）

30 4/12 日 移動（伊丹着） 移動（伊丹着）

31 4/13 月 資料収集、調整業務

32 4/14 火 資料収集、FSとの打合せ

33 4/15 水 PRORURAL協議
ローカルコンサルとの打

合せ、調整業務

34 4/16 木
ワークショップ開催準備

移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ｺﾊﾞﾝ市）

ローカルコンサルとの打
合せ、移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ

→ｺﾊﾞﾝ市）

35 4/17 金
第1回ワークショップ（ｱ
ﾙﾀﾍﾞﾗﾊﾟｽ県）移動（ｺﾊﾞﾝ

市→ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ）

第1回ワークショップ（ｱ
ﾙﾀﾍﾞﾗﾊﾟｽ県）移動（ｺﾊﾞﾝ

市→ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ）

36 4/18 土

37 4/19 日

38 4/20 月
ﾗｽ･ｺﾝﾁｬｽ資源調査、移動
(ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ﾁｬﾊｰﾙ）

FSとの打合せ、移動(ｸﾞｱ
ﾃﾏﾗｼﾃｨ→ﾁｬﾊｰﾙ）

39 4/21 火
第2回ワークショップ
（ﾁｬﾊｰﾙ市、ﾗｽ･ｺﾝﾁｬｽ）

ﾃﾚﾏﾝに移動

第2回ワークショップ
（ﾁｬﾊｰﾙ市、ﾗｽ･ｺﾝﾁｬｽ）

ﾃﾚﾏﾝに移動

FSとの打合せ

資料整理 資料整理

FSとの打合せ、JICAへ現地調査結果報告 FSとの打合せ、JICAへ現地調査結果報告

資料整理 調整業務

移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ﾀﾞﾗｽ）

移動（ﾀﾞﾗｽ→）

移動（成田着）

翻訳業務

資料収集、調整業務

資料整理

コンサルタント団員

資料収集、翻訳業務

FSとの打合せ

官団員

通訳

吉川

資料収集、翻訳業務

翻訳業務



日付 曜日 総括 技術参与（地方電化） 計画管理 調達監理計画
業務主任/

マイクロ水力開発
組織形成/村落開発
ファシリテーション

施設計画/水力土木 業務調整

丸岡 林 相良 茂木 佐野 本家 丸岡 井上

40 4/22 水
第2回ワークショップ
（ﾊﾟﾝｿｽ市、ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ）

第2回ワークショップ
（ﾊﾟﾝｿｽ市、ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ）

41 4/23 木
第2回ワークショップ
（ｶｰﾎﾞﾝ市、ｾｱｼﾙ）
ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨに移動

第2回ワークショップ
（ｶｰﾎﾞﾝ市、ｾｱｼﾙ）
ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨに移動

42 4/24 金 FSとの打合せ、資料整理

43 4/25 土

44 4/26 日

45 4/27 月 資料収集、FSとの打合せ

46 4/28 火

47 4/29 水

48 4/30 木 資料収集、FSとの打合せ

49 5/1 金

50 5/2 土

51 5/3 日

52 5/4 月 調整業務、FSとの打合せ

53 5/5 火
FSとの打合せ、ローカルコ

ンサルとの打合せ

54 5/6 水 資料収集 資料収集、FSとの打合せ

55 5/7 木 MEM協議 MEM協議、調整業務

56 5/8 金 JICAへ帰国報告 調整業務、JICAへ帰国報告

57 5/9 土 資料整理 調整業務

58 5/10 日 移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ﾀﾞﾗｽ） 移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ﾀﾞﾗｽ）

59 5/11 月 移動（ﾀﾞﾗｽ→） 移動（ﾀﾞﾗｽ→）

60 5/12 火 移動（成田着） 移動（成田着）

FS打合せ

資料整理

資料整理

レポート作成

資料整理 資料整理

FS協議 資料収集、調整業務

官団員 コンサルタント団員

通訳

吉川



1-2.　現地調査　2-1

日付 曜日 業務主任/マイクロ水力開発 通訳 施設計画/水力土木 環境社会配慮
発電設備計画/

運営維持管理計画
施工・調達計画/積算

佐野 吉川 丸岡 川端 石橋 和田

1 2009/5/17 日
移動（伊丹  →成田 →　ﾀﾞ

ﾗｽ→　ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ）
移動（成田 →　ﾀﾞﾗｽ→

ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ）
移動（伊丹  →成田 →
ﾀﾞﾗｽ→　ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ）

2 5/18 月 現地業者打合せ 現地業者打合せ

3 5/19 火 ﾗﾝｷﾝに移動 ﾗﾝｷﾝに移動

4 5/20 水
ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ｻﾝ･ﾍﾛﾆﾓ小水力

発電所に移動
ｾｱｼﾙ現地調査 ｾｱｼﾙ現地調査

5 5/21 木
ｻﾝ･ﾍﾛﾆﾓ 小水力発電所の 現

地調査 ﾗﾝｷﾝに移動
ｾｱｼﾙ現地調査
ﾃﾚﾏﾝに移動

ｾｱｼﾙ現地調査
ﾃﾚﾏﾝに移動

6 5/22 金 ｾｱｼﾙ現地調査 ﾃﾚﾏﾝに移動
ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ
現地調査

ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ
現地調査

7 5/23 土
ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ現地調査 ﾘｵ･ﾄﾞｩﾙｾ

に移動
ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ現地調査 ﾘｵ･

ﾄﾞｩﾙｾに移動

8 5/24 日 ﾗｽ･ｺﾝﾁｬｽ現地調査 ﾗｽ･ｺﾝﾁｬｽ現地調査

9 5/25 月 ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨに移動 ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨに移動

10 5/26 火 FS打合せ FS打合せ

11 5/27 水 資料収集 資料収集

12 5/28 木 団内会議

13 5/29 金 移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ﾀﾞﾗｽ） 移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ﾀﾞﾗｽ）

14 5/30 土 移動（ﾀﾞﾗｽ→） 移動（ﾀﾞﾗｽ→）

15 5/31 日 移動（伊丹着） 移動（伊丹着）

16 6/1 月
移動（成田 →　ﾀﾞﾗｽ→

ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ）

17 6/2 火 FS打合せ

18 6/3 水 ﾗﾝｷﾝに移動 MARN協議

19 6/4 木 ｾｱｼﾙ現地調査 ﾗﾝｷﾝに移動

20 6/5 金
ｾｱｼﾙ, ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ現地調査

ﾃﾚﾏﾝに移動
ｾｱｼﾙ現地調査 ﾃﾚﾏﾝに移動

21 6/6 土

ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ現地調査 ﾘｵ･ﾄﾞｩﾙｾに移動

ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨに移動

ﾗｽ･ｺﾝﾁｬｽ現地調査

MARN協議

ﾗﾝｷﾝに移動

ｾｱｼﾙ現地調査 ﾃﾚﾏﾝに移動

ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ現地調査 ﾘｵ･ﾄﾞｩﾙｾに移動

IDB協議 資料収集

資料整理

MEM協議
FS打合せ

ｵﾗﾝﾀﾞ大使館協議  MARNとCDM協議 団内会議

FS打合せ

FS打合せ

資料整理

翻訳業務

MEM協議

資料収集

翻訳業務

ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ｻﾝ･ﾍﾛﾆﾓ小水力発電所に移動

コンサルタント団員

移動（伊丹  →成田 →　ﾀﾞﾗｽ→　ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ）

MEM協議、INDE協議 MEM協議、INDE協議

山岡

ｻﾝ･ﾍﾛﾆﾓ 小水力発電所の 現地調査 ﾗﾝｷﾝに移動

ｾｱｼﾙ現地調査 ﾃﾚﾏﾝに移動

コンサルタント団員

資料整理

資料収集

配電設備計画

FS協議
FS打合せ

ﾗﾝｷﾝに移動

ｾｱｼﾙ現地調査

ｾｱｼﾙ, ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ現地調査
ﾃﾚﾏﾝに移動

ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ現地調査 ﾘｵ･ﾄﾞｩ
ﾙｾに移動



日付 曜日 業務主任/マイクロ水力開発 通訳 施設計画/水力土木 環境社会配慮
発電設備計画/

運営維持管理計画
施工・調達計画/積算

佐野 吉川 丸岡 川端 石橋 和田

22 6/7 日

23 6/8 月

24 6/9 火

25 6/10 水 資料収集 MARN協議

26 6/11 木

27 6/12 金 団内会議

28 6/13 土

29 6/14 日

30 6/15 月 移動（伊丹着） 移動（成田着）

移動（ﾀﾞﾗｽ→）

移動（伊丹着）

FS打合せ

JICAへ現地調査結果報告

FS打合せ

移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ﾀﾞﾗｽ）

MARN協議

ﾗｽ･ｺﾝﾁｬｽ現地調査

ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨに移動

資料収集

移動（成田着）

配電設備計画

山岡

JICAへ現地調査結果報告

団内会議

移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ﾀﾞﾗｽ）

移動（ﾀﾞﾗｽ→）

ﾗｽ･ｺﾝﾁｬｽ現地調査

ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨに移動

FS打合せ



1-3.　現地調査　2-2 1-4.　現地調査（ＭＥＭワークショップ支援）

日付 曜日
発電設備計画/

運営維持管理計画
配電設備計画 施工・調達計画/積算 通訳 業務調整

石橋 山岡 和田 吉川 井上

1 2009/7/6 月

2 7/7 火
JICA協議、現地業者との

打合せ、調整業務

3 7/8 水

4 7/9 木

5 7/10 金

6 7/11 土

7 7/12 日

8 7/13 月

9 7/14 火

10 7/15 水
技術支援調査　移動（ｸﾞｱﾃﾏ

ﾗｼﾃｨ→ｺﾊﾞﾝ市）
技術支援調査　移動（ｸﾞ

ｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ｺﾊﾞﾝ市）

11 7/16 木 技術支援調査 技術支援調査 技術支援調査、調整業務

12 7/17 金

13 7/18 土

14 7/19 日

15 7/20 月

調整業務、現地業者との
打合せ

現地業者との打合せ

JICAへ現地調査結果報告

移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ﾀﾞﾗｽ）

移動（ﾀﾞﾗｽ→）

移動（伊丹着） 移動（成田着）

調整業務、現地業者との
打合せ

資料整理 翻訳業務 資料整理

現地業者との打合せ

現地代理店との打合せ

JICA協議、現地業者との打合せ

現地業者との打合せ

現地代理店との打合せ 現地業者との打合せ

コンサルタント団員

移動（伊丹  →成田 →　ﾀﾞﾗｽ→　ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ） 移動（成田 →　ﾀﾞﾗｽ→　ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ）

コンサルタント団員

日付 曜日
組織形成/村落開発
ファシリテーション

本家

1 2009/7/30 木
移動（ｻﾝﾁｱｺﾞ→ﾊﾟﾅﾏ→ｸﾞｱﾃﾏ

ﾗｼﾃｨ）

2 7/31 金 MEM協議、FS協議

3 8/1 土 ワークショップ準備

4 8/2 日 ﾗﾝｷﾝに移動

5 8/3 月
ワークショップ

（ｾｱｼﾙ）

6 8/4 火
ワークショップ
（ﾎﾛﾑ･ｲﾋｼｭ）

7 8/5 水
ワークショップ
（ﾗｽ･ｺﾝﾁｬｽ）

8 8/6 木 MEM打合せ、資料整理

9 8/7 金
FS協議、JICAへ現地調査結

果報告

10 8/8 土 移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→ﾆｭｰﾖｰｸ）

11 8/9 日 移動（ﾆｭｰﾖｰｸ→）

12 8/10 月 移動（成田着）



2.　協力準備調査概要書の説明・協議

No. 日付 曜日 計画管理 調達監理計画
業務主任/ﾏｲｸﾛ水力開発

通訳 施設計画/水力土木
発電設備計画/

運営維持管理計画

相良 茂木 佐野 吉川 丸岡 石橋

1 2009/8/30 日
移動（伊丹→ｸﾞｱﾃﾏﾗｼ

ﾃｨ）
移動（成田→ｸﾞｱﾃﾏﾗｼ

ﾃｨ）

2 8/31 月

3 9/1 火

4 9/2 水

5 9/3 木 MD作成、MD署名 MD署名

6 9/4 金
団内打合せ、EoJ、JICA報
告、移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→）

団内打合せ、EoJ、JICA
報告

7 9/5 土 移動 移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→）

8 9/6 日 移動（成田着） 移動

9 9/7 月 移動（成田着） 移動（伊丹着） 移動（成田着）

備考：

SEGEPLAN Secretaría de Planificación y Programación de la Presidencia 大統領府企画庁

MEM Ministerio de Energía y Minas エネルギー鉱山省

MARN Ministerio de Resources y Natures 環境資源省

GVEP Global Village Energy Partnership 地球村エネルギーパートナーシップ

COCODE Coonsejo Comunitario de Desarrollo 地域開発審議会（コミュニティ）

MAGA Ministerio de Agricultura, Ganadería y Alimentación 農牧食糧省

INDE El Instituto Nacional de Electrificación 国家電力公社

INAB El Instituto Nacional de Bosques 森林庁

PNUD Programa de las Naciones Unidas para el Desarrollo 国連開発計画（UNDP)

BID Banco Interamericano de Desarrollo 米州開発銀行（IDB）

FS Fundacion Solar ソーラー財団

CONAP Consejo Nacional de Aéreas Protegidas 自然保護管理委員会

MD Minuta de Discusiones 議事録

団内打合せ、EoJ、JICA報告

移動（ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ→）

移動

移動（伊丹着）

団内打合せ、MEMとMDの協議、作成 団内打合せ、MEMとMDの協議、作成

資料収集

MD作成、MD署名

MEMと協力準備調査概要書の説明・協議、
SEGEPLAN打合せ

MEMと協力準備調査概要書の説明・協議、SEGEPLAN打合せ

官団員 コンサルタント団員

移動（成田→ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ） 移動（伊丹→ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨ）

JICA打合せ、MEM大臣表敬訪問、UNDP打合せ、MEMと協
力準備調査概要書の説明

JICA打合せ、MEM大臣表敬訪問、UNDP打合せ、MEMと協力準備調査概要書の説明



3. 関係者（面会者）リスト 



 

 

相手国関係者リスト 

エネルギー鉱山省 (MEM) 
 Carlos Meany 大臣 
 Federico Franco Cordón 持続可能開発担当次官 
 Romeo Rodríguez Menéndez エネルギー担当次官 
 Marcial Castañeda 持続可能開発次官室アドバイザー 
 José H. González 持続可能開発次官室アドバイザー 
 Carlos B. Echeverría エネルギー局アドバイザー 
環境・天然資源省 (MARN) 
 Luis Alberto Ferraté Felice 大臣 
大統領府企画庁 (SEGEPLAN) 
 Ana Maria Ruiz 国際協力局長 
国家電力委員会 (CNEE) 
 Sergio Oswaldo Velásquez Moreno 総裁 
再生エネルギー発電事業者協会 (AGER) 
 Cristhian Escobar 執行理事 
国家電力公社 (INDE) 
 Juan Fernando Castro Martínez 総裁 
 Luis Eduardo Pérez Alvarez 送電・電力管理会社社長 
大統領府国家保護地区委員会 (CONAP) 事務局 
 Claudia Eugenia Santizo Arroyo  
農牧食糧省 (MAGA) 
 Mario Aldana Peres 農牧食糧大臣 
森林庁 (INAB) 
 Josué Ivan Morales Dardón 林野庁部長 
大統領府 ProRURAL 
 Juan Fernando Rodas エネルギー部門代表 
国連開発計画 (UNDP) 事務所 
 René Mauricio Valdés 代表 
 Ana Lucía エネルギー担当 
米州開発銀行 (IDB) 事務所 
 César A. Castellón インフラ部門シニア専門家 
ソーラー財団 
 Iván Azurdia Bravo 代表 
 Mario G. Hernández J. PURE プロジェクトコーディネーター 
アルタ・べラパス県チャハール市 
 Rudy Flores Molina 市長 
アルタ・べラパス県カーボン市 
 Rubén Darío 市長 
アルタ・べラパス県 パンソス市 
 Ricardo Rummler 市長 
在グアテマラ日本国大使館 
 鈴木 一泉 大使 
 山内 隆弘 書記官 
JICA グアテマラ事務所 
 斎藤 寛志 （前任）所長 
 佐々木 健雄 所長 
 青木 英剛 次長 
 伊藤 珠代 企画調査員 

 



4. 討議議事録 (M/D)  











































和文翻訳-1 
 

協議議事録 
グアテマラ共和国「クリーン・エネルギーによる北部村落生産活動促進計画」準備調査  

 
 
 

 グアテマラ共和国政府の要請に基づき、独立行政法人国際協力機構（以下、JICA という）は

日本国政府と検討した後、「クリーン・エネルギーによる北部村落生産活動促進計画」に係る

準備調査を実施することを決定し、丸岡秀明 JICA 中南米部次長を総括とし、2009 年 3 月 14 日

から 4 月 10 日の予定で滞在する準備調査団（以下、調査団という）をグアテマラ共和国へ派遣

し、「グ」国政府関係者と協議を行い、「グ」国における現地調査を実施した。 
 それらの協議及び現地調査を通して、双方は附属書に示される主要事項を確認した。 

調査団は更に調査作業を進め、準備調査報告書を作成する。 
 

グアテマラシティ、2009 年 3 月 26 日 
 
 
 
 

                 

斎藤 寛志 
所長 
JICA グアテマラ事務所 

                 

カルロス メニー 
エネルギー鉱山大臣 
グアテマラ共和国 

 
 

 
                 

ルイス アルベルト フェラーテ フェリス 
環境天然資源大臣 
グアテマラ共和国 

 
 
 

 
                 

アナ マリア ルイス 
国際協力局長 
大統領府企画庁 
グアテマラ共和国 

 
                    

 



付属書 
 
1. プロジェクトの目的 
本プロジェクトの目的は、アルタ・ベラパス県の貧困集落群にマイクロ水力発電施設と配電

施設を整備するとともに対象村落における再生可能エネルギーを使った生産活動への技術支援

を通じ、対象集落住民の生計向上を図ることである。 
 
 
2. 責任・実施機関 
本プロジェクトの責任・実施機関はエネルギー鉱山省である。エネルギー鉱山省の組織図は

添付資料１の通りである。 
 
 
3. グアテマラ国側からの要請内容および要請サイト 
グアテマラ国側から要請内容は、アルタ・ベラパス県のラス・コンチャス、セアシルおよび

ホロム・イヒシュの３集落群(Micro Region)における以下の協力である。対象サイトの位置は添

付資料２に示される。 
3-1 マイクロ水力発電施設と配電網の整備に関する施設の建設および機材の調達 
3-2 技術支援 

・ マイクロ水力発電事業の運営管理能力の開発 
・ マイクロ水力発電所の運転とメンテナンスのための技術能力強化 
・ 生産的活動計画のための共同体の能力開発のためのファシリテーション 
・ CDM 申請の準備支援 

 JICA は、調査を通じて要請内容の妥当性を検証し、結果を日本国政府に報告する。 
 
 
4. プロジェクトの概念的枠組み 
調査団および「グ」国側は、本プロジェクトを実施するための基本的コンセプトについて、添

付資料３に基づき協議し、基本合意した。プロジェクトのスキーム並びに基本的コンセプトに

ついては、調査においてより詳細に検討、協議して決定される。「グ」国側は、本プロジェク

トに関する対象コミュニティの主体的な活動を促進するとともに、政府および市からの必要な

支援を継続的に行うことを約束した。添付資料９については、調査においてより詳細に検討、

協議して決定される。 
 
 
5. 環境プログラム無償資金協力のスキーム 
調査団は、「グ」国側に環境プログラム無償のスキームについて説明した。「グ」側は、調

査団の説明及び添付資料４に示される環境プログラム無償の制度、添付資料５、６に示される

実施体制、手続きおよび添付資料９に示される「グ」国側が負担すべき事項を理解し、プロジ

ェクトの円滑な実施のため必要な措置を講じることを合意した。 
 

 



6. 調査のスケジュール 
6-1 コンサルタント調査団員は 4 月 10 日までグアテマラでの現地調査を継続する。なお、組織

形成団員は、5 月中旬まで継続する。 
6-2 コンサルタント団員は、5 月上旬から 6 月上旬まで 2 回目の現地調査を、6 月下旬から 7 月

上旬にかけて 3 回目の現地調査をグアテマラで行う。 
6-3 JICA は、調査結果概要書をスペイン語で準備し、2009 年 8 月中旬に説明のための調査団を

派遣する。  
6-4 調査結果概要について、グアテマラの基本合意が得られた場合は、JICA は、最終報告書を

取り纏め、日本国政府に報告するとともに、2009 年 11 月頃にグアテマラ国政府に送付する。  
 
 
7. その他協議事項 
7-1 プロジェクトで設置される施設の所有権 
「グ」国側および調査団は、本プロジェクトで設置されるマイクロ水力発電施設および配電施

設の建設および運転開始の段階においては、グアテマラ国の法律・規則に基づき、ＭＥＭが責

任・実施機関として所有権を保有し、プロジェクトを推進することを確認した。また双方は、

長期的にコミュニティによる主体的な管理が行われるための適切な所有権および使用権の形態

を「グ」国側により調査終了までに明らかにすることを確認した。 
 
7-2 コミュニティの主体的な運営 
「グ」国側および調査団は、マイクロ水力発電施設の運営管理および生計向上活動は、コミ

ュニティにより自主的に実施する体制を確保していくことが重要であることを確認した。した

がって、施設の運用開始後の維持管理、村落の生計向上活動に関する政府、市およびコミュニ

ティの役割分担については、コミュニティの自主的な運営と適切な維持管理の双方が確保され

るために最善の体制を「グ」国側により検討していくことを双方は確認した。 
 
7-3 実施機関の強化、必要予算の確保 
調査団は、「グ」国側において、本プロジェクトの実施前に十分な人員・予算をエネルギー

鉱山省において確保し、その体制を強化することを求めた。また、本プロジェクトの実施に必

要となる税務負担やその他のカウンターパート資金を含む予算を確保することを求めた。「グ」

国側は、了解した。 
 
7-4 技術支援  
「グ」国側は調査団に対し、マイクロ水力発電施設の運転、維持管理および料金徴集等の経

営管理面に関するコミュニティや市への技術的な支援についても本プロジェクトに含めて協力

を得たい旨を強調した。調査団は、これら技術的支援についても、調査を通じて考慮し、協力

内容を策定していく旨回答した。 
 
7-5 本プロジェクトの協議会およびワーキンググループの設置 
本プロジェクトが実施された場合は、エネルギー鉱山省は添付資料 7 に示される政府間協議

会およびワーキンググループを開催する。政府間協議会の役割は添付資料８のとおりである。

 



また、ワーキンググループは、プロジェクトの具体的な内容について協議を行う。「グ」国側

は了解した。 
 
7-6 PURE プロジェクト及びその他の組織との連携 
「グ」国側および調査団は、本プロジェクトは、ソーラー財団が実施する UNDP の PURE プロ

ジェクト（Productive Use of Renewable Energy in Guatemala）、あるいは、JICA 並びに MEM、対

象コミュニティが選ぶその他の組織、基金、国内外の機関と密接に連携して実施することを確

認した。 
 
7-7 本プロジェクトの実施に伴う税金の取り扱い 
本プロジェクトの実施に伴い発生する各種税金に関する一切は、MEM が責任をもつ。 

 
7-8 環境社会配慮 
「グ」国側は本プロジェクトに必要な環境社会配慮手続き行う。調査団は、必要な環境社会

配慮手続きが完了することは、本プロジェクト実施のための前提条件となることを説明し、「グ」

国側は了解した。「グ」国側は、必要な環境社会配慮手続きの具体的な内容とスケジュールに

ついて、2009 年 4 月中旬までに調査団に伝える。 
 
7-9 本件対象施設の建設用地の確保 
「グ」国側は本プロジェクトに必要な建設用地を確保するため、関係する市及びコミュニティ

に対して必要な手続きを行うと申し出た。調査団は、これら用地の確保について、法的に満た

すことがプロジェクト実施のための前提条件となることを説明し、「グ」国側は上記手続きを

申し出た。 
 
7-10 安全対策 
本プロジェクトの調査および実施においては、「グ」国側は邦人関係者に対する十分な安全

対策を措置するとともに、必要な治安情報を提供することを約束した。 
 

添付資料: 1. エネルギー鉱山省組織図 
 2. サイト位置図 
 3. プロジェクトの概念的枠組み  
 4. 環境プログラム無償制度 
 5. プロジェクト実施体制図 
 6. 資金フロー 
 7. 政府間協議会、ワーキンググループ図 
 8. 政府間協議会の TOR 
 9. 主な両国負担事項 
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中央政府：MEM, ,MAGA, 環境省、INAB 等

地方自治体、開発審議会、中央政府省
庁の支所 

コミュニティ：村落開発審議会、村の
在来組織など 

地域資源：エネルギー資源（マ
イクロ水力など）、森林、農産
物、水産資源、伝統文化 

マーケット JICA／ソーラー財団 

ファシリテーション/資源 
（資金・技術）の提供 

ファシリテーション

ファシリテーション/ 
資源の提供 

ファシリテーシ
ョン/資源の提供 

共同活動として
の資源の要求 

地方自治体として
の資源の要求 

地域資源の開発と有効利用によるコミュニ
ティーの共同活動としての生計向上活動 

投入資源の購入、生産物の販
売など、マーケットを介した
生計向上活動 

設計、建設、技術
的調査・研究 

マーケティング関係（産業開発輸出振興政策制度・製品

認証制度）など 

村落開発政策関係（農牧省・森林省関連開発予算・技術

的支援プログラム） 

エネルギー資源開発関係（エネルギー政策・法律・規制） 

地方分権化関係（地方自治体法、地方分権法） 

関係する政策・法的枠組み： 

添付資料-3 

クリーン・エネルギーによる北部村落生産活動促進計画（環境プログラム無償） 
概念的枠組み：平和構築－上からのグッドガバナンスと下からのエンパワメント 

グアテマラ国 
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Programme Grant Aid for Environment and Climate Change 
of the Government of Japan 

(Provisional) 
 
The Grant Aid provides a recipient country (“the Recipient”) with non-reimbursable funds to procure the 
facilities, equipment, and services (engineering services and transportation of the products, etc.) for 
economic and social development of the country under principles in accordance with relevant laws and 
regulations of Japan. The Grant Aid is not supplied through the donation of materials as such. 
 
Based on “Cool Earth Partnership” initiative of the Government of Japan, the Programme Grant Aid for 
Environment and Climate Change (“GAEC”) aims to mitigate effects of global warming by reducing 
GHGs emission (mitigation; e.g. improvement of energy efficiency) and to take adaptive measures 
(adaptation; e.g. measures against disasters related to climate change, including disaster prevention such 
as enhancing disaster risk management). 
 
GAEC may contain multiple components that can be combined to effectively meet these needs. The 
contractors and suppliers may not be confined to Japanese firm and construction can be conducted by 
utilizing local methods. 
 
1. Procedures for GAEC 
GAEC is executed through the following procedures. 
• Application (Request made by a recipient country) 
• Survey (Preparatory Survey conducted by Japan International Cooperation Agency (JICA) 
• Appraisal & Approval (Appraisal by the Government of Japan and Approval by the Cabinet) 
• Commitment of Implementation (The Notes exchanged between the Government of Japan and the 

Recipient Country) 
 
Firstly, the application or request for a GAEC project submitted by the Recipient is examined by the 
Government of Japan (the Ministry of Foreign Affairs) to determine whether it is eligible for GAEC.  If 
the request is deemed appropriate, the Government of Japan assigns JICA to conduct a survey on the 
request. 
Secondly, JICA conducts the Preparatory Survey (“the Survey”) with Japanese consulting firms. 
 
Thirdly, the Government of Japan appraises the project to see whether it is suitable for Japan's GAEC, 
based on the Survey report prepared by JICA, and the results are then submitted to the Cabinet for 
approval. 
 
Fourthly, the project, once approved by the Cabinet, becomes official with the Exchange of Notes (E/N) 
signed by the Governments of Japan and the Recipient. 
 
JICA executes the Grant by making payments of the amount agreed in the E/N and strictly monitors that 



the funds of the Grant are properly and effectively used. 
 
Procurement Management Agent is designated to conduct the procurement services of products and 
services (including fund management, preparing tenders, contracts) for GAEC on behalf of the Recipient.  
The Agent is an impartial and specialized organization that will render services according to the Agent 
Agreement with the Recipient.  The Agent is recommended to the Recipient by the Government of 
Japan and agreed between the two Governments in the Agreed Minutes (“A/M”). 
 
2. Preparatory Survey 
1) Contents of the Survey 
The purpose of the Survey, conducted by JICA on a requested project ("the Project"), is to provide the 
basic document necessary for the appraisal of the Project by the Government of Japan.  The contents of 
the Survey are as follows: 
 
(1) Confirmation of background, objectives, and benefits of the Project and institutional capacity of 
agencies and communities concerned of the Recipient Country necessary for project implementation. 
(2) Evaluation of relevance of the Project to be implemented under the Grant Aid Scheme for 
Environment and Climate Change from a technical, social, and economic point of view. 
(3) Confirmation of items agreed upon by both parties concerning the basic concept of the Project. 
(4) Preparation of the outline design of the Project. 
(5) Estimation of cost for the Project. 
 
The contents of the original request will be modified, as found necessary, in the outline design of the 
Project according to the guidelines of Japan's Grant Aid scheme. 
 
The Government of Japan requests the Government of the Recipient to take whatever measures necessary 
to ensure its responsibility in implementing the Project.  Such measures must be guaranteed even if they 
may fall outside the jurisdiction of the implementing organization of the Recipient Country.  This has 
been confirmed by all relevant organizations of the Recipient through the Minutes of Discussions. 
 
2) Selection of consulting firms 
For the smooth implementation of the Survey, JICA will conduct the Survey with registered consulting 
firms. JICA selects the firms based on proposals submitted by firms with interest in implementing the 
Survey. The firms selected will carry out the Preparatory Survey and prepare a report, based on the terms 
of reference set by JICA. 
 
The consulting firms that will implement the Project after the E/N and the Grant Agreement (“the G/A) 
will be, in principle, Japanese firms recommended by JICA for maintaining technical consistency with 
the Survey. 
 
3. Implementation of GAEC after the E/N 
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1) Exchange of Notes (E/N) 
The content of GAEC will be determined in accordance with the Notes exchanged by the two 
Governments concerned, in which items including, objectives of the project, period of execution, 
conditions and amount of the Grant Aid are confirmed. 
 
2) Details of Procedures 
Details of procedures on procurement and services under GAEC will be agreed between the authorities of 
the two governments concerned at the time of the signing of the G/A. 
 
Essential points to be agreed are outlined as follows: 
a) JICA will supervise the implementation of the Project. 
b) Products and services will be procured and provided in accordance with JICA's "Procurement 
Guidelines for the Program Grant Aid for Environment and Climate Change.” 
c) The Recipient will conclude a contract with the Agent. 
d) The Agent is the representative acting in the name of the Recipient concerning all transfers of funds to 
the Agent. 
 
3) Focal points of “Procurement Guidelines for the Program Grant Aid for Environment and Climate 
Change”  
a) The Agent  
The Agent is the organization, which provides procurement of products and services on behalf of the 
Recipient according to the Agent Agreement with the Recipient.  The Agent is recommended to the 
Recipient by the Government of Japan and agreed between the two Governments in the A/M. 
 
b) Agent Agreement  
The Recipient will conclude the Agent Agreement, in principle, within two months after the signing of 

the G/A, in accordance with the A/M.  The scope of the Agent’s services will be clearly specified in 
the Agent Agreement.  

 
c) Approval of the Agent Agreement  
The Agent Agreement is prepared as two identical documents and the copy of the Agent Agreement will 
be submitted to JICA by the Recipient through the Agent. JICA confirms whether the Agent Agreement 
is concluded in conformity with the E/N, A/M, and G/A and the Procurement Guidelines for the Program 
Grant Aid for Environment and Climate Change then approves the Agent Agreement. 
 
The Agent Agreement concluded between the Recipient and the Agent will become effective after the 
approval by JICA in a written form. 
 
d) Payment Methods  
The Agent Agreement will stipulate that “Regarding all transfers of the fund to the Agent, the Recipient 
will designate the Agent to act on behalf of the Recipient and issue a Blanket Disbursement 
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Authorization (“the BDA”)to conduct the transfer of the fund (hereinafter referred to as “the Advances”) 
to the Procurement Account from the Recipient Account. 
 
The Agent Agreement will clearly state that the payment to the Agent will be made in Japanese yen from 
the Advances and that the final payment to the Agent will be made when the total remaining amount 
become less than three percent (3%) of the Grant and its accrued interests excluding the Agent’s fees. 
  
e) Products and Services Eligible for Procurement 
Products and services to be procured will be selected from those defined in the G/A. 
 
f) Selection of firms  
In principle, firms of any nationality could be contracted as long as the firms satisfy the conditions 
specified in the tender documents.  
 
The same applies for any individual consultants who will be involved in the project and provide services 
necessary for the training and guidance related to the Project. The consultants that will be employed to do 
detail design and supervise the work for the Project, however will be, Japanese nationals recommended 
by JICA for the purpose of maintaining technical consistency with the Survey 
 
g) Method of Procurement 
When conducting the procurement, sufficient attention will be paid to transparency in selecting the firms 
and for this purpose, competitive tendering will be employed in principle. 
 
h) Tender Documents 
The tender documents should contain all information necessary to enable tenderers to prepare valid offers 
for the products and services to be procured by GAEC. 
 
The rights and obligations of the Recipient, the Agent and the firms supplying products and services 
should be stipulated in the tender documents to be prepared by the Agent. Aside from this, the tender 
documents will be prepared in consultation with the Recipient. 
 
i) Pre-qualification Examination of Tenderers  
The Agent may conduct a pre-qualification examination of tenderers in advance of the tender so that the 
invitation to the tender can be extended only to eligible firms. The pre-qualification examination should 
be performed only with respect to whether the prospective tenderers have the capability of concluding the 
contracts. 
 
For this, the following points should be taken into consideration: 
(1)  Experience and past performance in contracts of similar kind 
(2)  Financial credibility (including assets such as real estate) 
(3)  Existence of offices and other items to be specified in the tender documents. 
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(4)  Their potentialities to use necessary personnel and facilities. 
 
j) Tender Evaluation  
The tender evaluation should be implemented on the basis of the conditions specified in the tender 
documents.        
 
Those tenderers which substantially conform to the technical specifications and other stipulations of the 
tender documents, will be judged in principle on the basis of the submitted price, and the tenderer who 
offers the lowest price will be designated as the successful tenderer. 
 
The Agent will submit a detailed evaluation report of tenders to JICA for its information, while the 
notification of the results to the tenderers will not be premised on the confirmation by JICA. 
 
k) Additional procurement  
If there is any remaining balance after the competitive and/or selective tendering and/or direct negotiation 
for a contract, and if the Recipient would like to procure additional items, the Agent is allowed to 
conduct this additional procurement, following the points mentioned below:  
(1) Procurement of same products and services 
When the products and services to be additionally procured are identical with the initial tender and a 
competitive tendering is judged not efficient, additional procurement can be conducted by a negotiated 
contract with the successful tenderer of the initial tender. 
(2) Other procurements 
When products and services other than those mentioned above in (1) are to be procured, the procurement 
should be conducted through competitive tendering. In this case, the products and services for additional 
procurement will be selected from among those in accordance with the G/A. 
 
l) Conclusion of the Contracts 
In order to procure products and services in accordance with the guideline, the Agent will conclude 
contracts with firms selected by tendering or other methods.  
 
m) Terms of Payment  
The contract will clearly state the terms of payment. The Agent will make payment from the "advances,” 
against the submission of the necessary documents from the firm on the basis of the conditions specified 
in the contract. When the services are the object of procurement, the Agent may pay certain portion of the 
contract amount in advance to the firms on the conditions that such firms submit the advance payment 
guarantee worth the amount of the advance payment to the Agent.  
 
4) Undertakings required by the Government of the Recipient Country 
In the implementation of the Grant Aid Project, the Recipient Country is required to undertake necessary 
measures as the following: 
a) To secure land necessary for the sites of the Project and to clear, level and reclaim the land prior to 
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commencement of the Project. 
b) To provide facilities for distributing electricity, water supply and drainage and other incidental 
facilities in and around the sites. 
c) To ensure all the expense and prompt execution for unloading, customs clearing at the port of 
disembarkation and domestic transportation of products purchased under the Grant Aid, 
d) To ensure that customs duty, internal taxes and other fiscal levies that may be imposed in the 
Recipient Country with respect to the purchase of the Components and the Agent’s services will be 
exempted by the Government of the Recipient Country. 
e) To accord all the concerned parties, whose services may be required in connection with supply of the 
products and services under the contracts, such facilities as may be necessary for their entry into the 
Recipient Country and stay therein for the performance of their work. 
 
5) "Proper use of funds" 
The Recipient Country is required to operate and maintain the facilities constructed and equipment 
purchased under the Grant Aid properly and effectively and to assign personnel necessary for this 
operation and maintenance as well as to bear all the expenses other than those covered by the Grant Aid. 
 
6) "Export and Re-export" of products 
The products purchased under the Grant and its accrued interest will not be exported or re-exported from 
the Recipient Country. 
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契約関係

実施体制 協議・検査・確認報告等

　　調達 技術支援

　　　　建設

MEM Ministerio de Energía y Minas エネルギー鉱山省

SEGEPLAN Secretaría de Planificación y Programación de la Presidencia 大統領府企画庁

監理

グアテマラ国政府

SEGEPLAN
日本国政府

JICA本部

日本国大使館

JICA事務所

調達代理機関

E/N

政府間
協議会実施監理

施工会社

詳細設計/施工監理/
技術支援コンサルタン

ト

工事契約
設計監理契約/
技術支援契約

Ministerio de
Finanzas

ワーキング・
グループ

機材調達会社

MEM

調達契約

監理

G/A
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政府間協議会 (ハイレベル) 

日本大使館 

JICA 

SEGEPLAN MEM 
MDF 

（財務省）

調達代理機関 
(JICS) 

助言 

ワーキンググループ(実務レベル) 

無償の枠組みや方針について

協議・決定をする委員会 

プロジェクト進捗状況の確認、

問題解決、意見交換、JICA や

JICS などとの調整の場 

日本大使館 

JICA 

JICS 

SEGEPLAN MEM 

プロジェクト進捗状況の確認、問題解決、意見交換、

JICA や JICS などとの調整の場 

プロジェクト関係省庁 

NGO 
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Terms of Reference of the Committee 

 
1. To confirm an implementation schedule of the Programme for the speedy and effective utilization of 

the Grant and its accrued interest. 
 
2. To discuss the modifications of the Programme including modification of the design of the facility. 
 
3. To exchange views on allocations of the Grant and its accrued interest as well as on potential 

end-users. 
 
4. To identify problems which may delay the utilization of the Grant and its accrued interest, and to 

explore solutions to such problems. 
 
5. To exchange views on publicity related to the utilization of the Grant and its accrued interest. 
 
6. To discuss any other matters that may arise from or in connection with the Grant Agreement. 
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 両政府の主な負担事項 
 
１ 施設建設開始前の準備事項  

  日本側 「グ」国側 

番

号 
項 目 

無償資

金協力

エネルギー

鉱山省
(MEM) 

地方政府 

（市役所）

コミュニ

ティ 

ソーラー

財団 
支援 

1 用地の確保     技術支援

2 環境社会配慮      

3 整地等      

4 建設||許可の取得     技術支援

5 社会的準備     技術支援この項目はグアテマラ側が検討。 
 
２ 施設建設、機材調達に関する分担事項  

  日本側 「グ」国側 

番

号 
項 目 無償資

金協力

エネルギー

鉱山省
(MEM) 

地方政府 

（市役所）

コミュニ

ティ 

ソーラー

財団 
支援 

1 門扉･柵の設置      

2 駐車場の設置      

3 アクセス道路の設置      

 1) サイト内      

 2) サイト外      

4 施設建設および機材調達      

5 配線、給水、下水など      

 1) 電気、給水、下水、ガス、電話      

 a. 施設サイトまで      

 b. 施設サイト内      

 2) 家具、器材      

 a. 一般家具     技術支援

 b. プロジェクト器材      

6 配電線、引き込み線等の設置     技術支援

7 調達手続きに関する事項      

 

 10



３ 銀行取極、輸送、免税措置その他手続きに関する分担事項  
  日本側 「グ」国側 

番

号 
項 目 無償資金

協力 

エネルギー

鉱山省
(MEM) 

地方政府 

（市役所） 
コミュニ

ティ 

ソーラー

財団 
支援 

1 日本の銀行への支払い      

 1) 銀行手数料の支払い      

2 荷卸、通関      

 1) 日本国または第 3国から供与国への航空便、

船便 
     

 2) 荷卸し港、空港における免税、通関手続き      

 3) 荷卸港、空港からプロジェクトサイトまで

の国内輸送 
     

3 関係者の入国、滞在の便宜      

4 免税      
 
４ 施設の運用開始後の維持管理、村落の生計向上活動  

  日本側 「グ」国側 

番

号 
項 目 無償資金

協力 

エネルギー

鉱山省
(MEM) 

地方政府 

（市役所） 
コミュニ

ティ 

ソーラー

財団 
支援 

1 施設,器材の適切な使用      

 a. 日々の施設運転維持管理と小規模な修繕

およびその費用負担 技術支援    技術支援

 b. 電気料金の徴収、管理 技術支援    技術支援

 c. 維持管理、修理に関する技術支援、改修・

予備品調達の予算負担 技術支援    技術支援

 d. 大規模な改修、その他施設整備、復旧等で

コミュニティ、自治体が対応できないもの
技術支援    技術支援

2 マイクロ水力発電所の運営・維持管理に関する

初期の技術支援      

 a 発電施設の運転維持管理に関する技術的

指導  技術支援    技術支援

 b 村落電化組合の経営支援 技術支援    技術支援

3 村落生計向上活動に関する支援      

 a 電気を使った生産技術導入支援 技術支援    技術支援

 b 電気を使った生計向上活動と支援メカニ

ズム創出のための支援 技術支援    技術支援

調査期間並びにプロジ

ェクト実施過程でグア

テマラ側が責任分担に

ついて検討し決定する。 

 
５ その他  

  日本側 「グ」国側 

番

号 
項 目 無償資金

協力 

エネルギー

鉱山省
(MEM) 

地方政府 

（市役所） 
コミュニ

ティ 

ソーラー

財団 
支援 

1 無償でカバーされないその他の経費負担      

2 Consultative Committee の責任機関、役割、運営、

参加機関・組織 
○     

3 Working Group の責任機関、役割、運営、参加機

関・組織 
○  ○ ○ ○ 
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和文翻訳-2 
 

協議議事録 第 2 回現地調査 
グアテマラ共和国「クリーン・エネルギーによる北部村落生産活動促進計画」準備調査  

 
 
 

 グアテマラ共和国の「クリーン・エネルギーによる北部村落生産活動促進計画」に係る

準備調査（前述のプロジェクトを以下、本プロジェクト、調査を本調査という）について、

国際協力機構（以下、JICA という）は、2009 年 5 月 17 日から第 2 回の現地調査をグアテ

マラ国で開始した。グアテマラ国政府関係者と調査団は、2009 年 3 月 26 日に双方により

署名された協議議事録に関連してさらに協議を行い、附属書の事項を確認した。 
 

グアテマラシティ、2009 年 5 月 29 日 
 
 
 
 
 

                 
Takeo Sasaki 
所長 
JICA グアテマラ事務所 

                 
フェデリコ フランコ コルドン 
持続的開発副大臣 
エネルギー鉱山省 
グアテマラ共和国 

 
 

 
 
 
                 
ルイス アルベルト フェラーテ フェリス 
環境天然資源大臣 
グアテマラ共和国 

 
 
 

 
 
 
                 
アナ マリア ルイス 
国際協力局長 
大統領府企画庁 
グアテマラ共和国 

 



付属書 
 
1. 電気事業運営に関する実施体制と施設所有について 
1-1 「グ」国側および調査団は、本プロジェクトの施設建設が完了した後の電気事業運営

のための実施体制および協力対象施設の所有権について協議を行い、以下の点が重要

であることを確認した。 
(1) コミュニティによる自主的な運営維持管理、およびコミュニティの利益と権利が

守られることを最も優先すること。 
(2) 日本の無償資金協力は政府間の協力であることから、本プロジェクトの適切かつ

効果的な実施を、政府機関が保証していくこと。 
(3) 実施体制および所有権については、グアテマラ国の法律・規則に則したものであ

ること。 
 

1-2 1-1 に基づき、「グ」国側は、協力対象施設についてＭＥＭが所有する一方で、ＭＥＭ

が当該施設の使用権を市に付与し、市はコミュニティにその使用権を付与するという

基本方針を示した。JICA グアテマラ事務所からMEM へ 2009 年 5 月 13 日に渡した質

問状に対し、MEM は具体的な検討結果について速やかに公式文書で回答する。 
 
1-3 今後ＭＥＭが実施体制について対象コミュニティの理解を得るため、十分説明してい

くことを、「グ」国側および調査団は確認した。 
 
2. 政府機関による支援 
2-1 現地調査への参加 

調査団は、MEM 本省のカウンターパートが全ての現地調査に参加することが重要で

あることを説明し、「グ」国側は了解した。 
 

2-2 プロジェクト開始後の技術的支援のファシリテート 
「グ」国側および調査団は、コミュニティの人々の運営維持管理技術について、適切

な支援が MEM、INDE 等の機関により行われることが重要であることを確認した。

「グ」国側は、これら技術的支援について、ＭＥＭがファシリテートしていくことを

説明した。 
 

2-3 プロジェクトのモニタリング 
調査団は、プロジェクト開始後、ＭＥＭが、事業運営についての定期的にモニタリン

グを行い、持続的に運営維持管理されることをサポートすることを求め、「グ」国側

は了解した。また、モニタリング結果については、ＭＥＭから日本側にも提供される

ことを調査団は求め、「グ」国側は了解した。 
 
 
3. 環境社会配慮 

ＭＥＭは、遅くとも 2009 年 8 月 1 日までに、環境社会配慮に必要な調査を終了し、

環境省に結果を提出し終わることとする。 
 



 
4. CDM 

「グ」国関係機関および調査団は、本プロジェクトがＣＤＭプロジェクトとなる可能

性があることを確認し、「グ」国側が今後ＣＤＭの適用を検討することを表明した。

また、「グ」国側は、プロジェクト・デザイン・ドキュメントの作成に際して日本側

の支援を求めることを要望し、調査団は、同要望を日本側関係機関に報告する。 
 
 
5. 低圧配電線 

調査団は、低圧配電線、引き込み線および電力計の設置については、「グ」国側によ

り費用負担し実施されることを原則とすることを説明し、「グ」国側により必要な予

算措置を開始するよう申し入れ、「グ」国側は了解した。 
 









































 

グアテマラ共和国「クリーン・エネルギーによる北部村落生産活動促進計画」準備調査  
協議議事録 

（調査結果概要説明） 
 
 

 国際協力機構（以下、JICA という）は、2009 年 3 月からグアテマラ共和国の「クリーン・エネル

ギーによる北部村落生産活動促進計画」に係る準備調査（前述のプロジェクトを以下、本プロジェク

ト、調査を本調査という）を開始し、グアテマラ国政府側との協議、現地視察及び日本国内における

技術解析に基づき、ドラフトレポートを作成した。 
 上記ドラフトレポートの内容についてグアテマラ政府関係者に説明し協議を行うため、JICA は

JICA グアテマラ事務所長佐々木健雄を団長とするドラフトレポート説明調査団（以下「調査団」と

いう）を 2009 年 8 月 30 日から 9 月 5 日までグアテマラに派遣した。 
協議の結果、双方は付属書に記述された主要事項について確認した。 
 

グアテマラシティ、2009 年 9 月 3 日 
 
 
                 
佐々木 健雄 
所長 
JICA グアテマラ事務所 

                 
カルロス メニー 
エネルギー鉱山大臣 
グアテマラ共和国 

 
 

 
 
                 
エンマ レティシア ディアス ララ 
環境天然資源副大臣, 
グアテマラ共和国 

 
 
 

 
 
                 
アナ マリア ルイス 
国際協力局長 
大統領府企画庁 
グアテマラ共和国 
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付 属 書 
 
1．ドラフトレポートの内容 

グアテマラ側は、調査団が説明したドラフトレポートの内容について原則として同意し、了承

した。 
 
2．日本の環境プログラム無償資金協力スキーム 

調査団は、環境プログラム無償資金協力のスキームについて添付資料-2、5 および 6 に基づき再

度説明した。グアテマラ国側は、2009 年 3 月 26 日および 2009 年 5 月 29 日に両者により署名され

た協議議事録（M/D）の内容も含め、同スキームおよびグアテマラ国側の負担事項について理解し、

円滑なプロジェクトの実施のため、必要な措置を行うことを約束した。 
 
3．今後の調査予定 

JICA は、2009 年 8 月 30 日から 9 月 3 日の調査団滞在期間中に合意された内容を元に 終報告

書を西語で作成し、2009 年 11 月にグアテマラ側に送付する。 
 
4．概算事業費および機材仕様 

両者は、別添-1 に示すプロジェクトの概略事業費およびドラフトレポートに含まれる施設・機

材の仕様案について、本プロジェクトに係る全ての契約が完了するまで、いかなる外部機関にも

複写、開示してはならないことを合意した。 
 
5．その他協議事項 
（1）プロジェクトメンバー 

本プロジェクトは、ＭＥＭ持続的開発副大臣を中心とし別添３に記載される、ＭＥＭ、市お

よびコミュニティのメンバーによって推進することを両者は確認した。グ側は、別添３に基

づく各担当者名についてリストを確認し、2009 年 9 月末までに JICA に通知することを約束し

た。 
（2）プロジェクトにおける協力コンセプト 

両者は、2009 年 3 月 26 日で両者により署名されたミニッツで合意したとおり、本プロジェク

トの基本的な協力コンセプトについて別添４に基づき再確認した。政府および市は、対象コ

ミュニティへの支援を継続的に実施するとともに、MEM がプロジェクトを定期的にモニタリ

ングすることを両者再確認した。 
（3）税務について 

グアテマラ側は本プロジェクト実施に際し発生する税務についてグアテマラ側が確実に負担

する、あるいは免税措置を適用することを約束した。 
（4）用地の確保 

グ側は、本調査の設計結果に基づき速やかにプロジェクト用地の使用許可について早急に各

コミュニティの組合と住民、市との合意手続きを行い、2009年9月末までに手続きを完了する

ことを約束した。また、ホロム・イヒシュにおける家屋移転（一軒）についても 2009 年 10 月

末までに書面による承諾を得、2010年2月末まで物理的な移動を完了することをグ側は約束し

た。これら用地の確保が適切に完了することが日本側の本プロジェクトの実施決定の条件と

なる旨グ側は理解した。 
（5）低圧配電線 

グアテマラ側は、低圧配電線の資機材調達と設置、および引き込み線の資機材調達について

は無償資金協力の対象とすることを要請し、調査団は協力内容に追加することを検討すると

回答した。一方、引き込み線の設置工事についてはグアテマラ国側により適切に予算措置し、

本プロジェクトの建設期間中に確実に設置を推進することをグ側は約束した。また、引き込

み線資機材等の一時保管場所についてはグ側で適切に確保することを確認した。 



（6）技術支援 
技術支援の実施に際しては、日本の無償資金協力の調達ガイドラインに鑑み公平性、競争性

および透明性を確保するとともに、適切かつ十分な技術・経験・実績を有する専門家/コンサ

ルタントを投入することが重要であることを両者は確認した。特にプロジェクト関連地域で

の活動実績および現地語の使用可否については適正に評価する必要があることを両者は確認

した。 
（7）環境社会配慮 

本プロジェクトに関するグ国内の環境社会配慮手続きについては現在環境省(MARN)にて審査

中であり、2009 年 9 月末日までに 終決定が出される予定であることをグ国側は説明した。 
グ国側は JICA の環境社会配慮ガイドラインの手続きに則り、別添-7 のモニタリングフォーム

および別添-8 のチェックリストに基づき、環境社会配慮に関するモニタリング結果を日本側

へ定期的に報告を行うことを約束した。同モニタリングについては、本プロジェクトの施設

建設直前に開始し、その後四半期毎にMEM および環境省の協力により実施されることを両者

確認した。 
（8）アクセス道路の整備 

建設工事前および工事期間中の対象集落までのアクセス道路の整備についてはグ国側により

予算措置を行い実施することを両者確認した。 
（9）カウンターパート職員の費用 

技術支援に伴うカウンターパートの現地までの交通費・宿泊費および公的機関の研修費等に

ついて、グ国側にて負担することを両者確認した。 
（10）事業費が不足する場合の協力コンポーネントの優先順位 

本プロジェクトの実施段階における詳細設計、入札結果およびその他の状況変化により、本

件プロジェクトの資金が不足することが見込まれた場合は、原則として以下の優先順位にて

事業を推進することとする。 
優先順位 1 発電・配電施設の建設および機材調達 
優先順位 2 技術支援（そのうち、発電・配電施設の運営維持管理については他の技術支援項

目より優先する） 
 

別添： 1．プロジェクト概略事業費 
 2．プロジェクトの実施体制 

3．プロジェクトメンバー 
4．プロジェクトの枠組み 

 5．環境プログラム無償資金協力のスキーム（ 新版） 
 6．両国の主な分担事項 
 7．環境社会配慮にかかるモニタリングフォーム 
 8．環境社会配慮にかかるチェックリスト 
 

 



 

別添１ 

プロジェクトコスト 

（１）日本の無償資金協力により負担される費用 

 
 

注 

1) 上記表に示す概算事業費は暫定的なものであり、無償資金協力事業の承認のため、日本国政府

により今後検討されることになる。 

2) 日本の負担区分に基づくの経費内訳は、下記（3）に示す積算条件の下、見積られる。 

3) 概算総事業費は暫定値であり、必ずしも交換公文（E/N）上の供与限度額を示すものではない。 

(2)「グ」国によって負担される費用 

1) VAT 等の諸税 8.39 百万 GTQ 
2) 低圧配電線の据付工事 0.14 百万 GTQ 
3) サイトまでのアクセス道路の補修 0.34 百万 GTQ 
4) 用地の取得 0 百万 GTQ 
5) カウンターパート職員の費用および経費 0.18 百万 GTQ 
6) 送金手数料（支払い金額の 0.1%） 0.08 百万 GTQ 
 合      計 9.13 百万 GTQ 

(3) 積算条件 

1) 積算時点 平成 21 年 6 月 
2) 為替交換レート 1 US$ = 96.59 円、1GTQ=11.89 円、1EURO=128.93 円 
 （2009 年 1 月から 6 月までの 6 ヶ月間の TTS 平均値） 
3) 施工・調達期間等 実施節制・入札期間は 5 ヶ月、施設建設、機材調達・据付期間は 13.5 ヶ

月である。技術支援は工事開始より 36 ヶ月である。 
4) その他 本計画は、日本国政府の無償資金協力制度に従って、実施されるものと

する。 
 
 

 費目 概算事業費（百万円） 

施設建設 3 サイトの発電設備の、土木工事、発

電所建屋工事、ゲート・水圧鉄管工事
291 

機材調達 
据付 

3 サイトの水車・発電機、同制御保護

装置、配電線の調達、据付工事 
264 

555 

調達代理機関費 94 
設計監理費 139 
技術支援費 213 

概算事業費（合計） 1,001 

CONFIDENTIAL 



別添 2 
プロジェクトの実施体制 

 
契約関係
協議・検査・確認報告等

MEM Ministerio de Energía y Minas エネルギー鉱山省

SEGEPLAN Secretaría de Planificación y Programación de la Presidencia 大統領府企画庁

日本国政府

監理

グアテマラ国政府

SEGEPLAN

JICA

日本国大使館

調達代理機関

E/N

コミッティ

請負会社
（工事・調達）

設計監理
コンサルタント

工事・調達契約 設計監理契約

関係省庁MEM

G/A

技術支援契約

技術支援
コンサルタント

実施監理
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プロジェクトメンバー 

（暫定リスト） 

エネルギー鉱山省（MEM） 
役割 氏名・役職 

プロジェクトリーダー フェデリコ フランコ コルドン、持続的開発副大臣 

コーディネータ マルシアル カスタニェーダ、持続的開発副大臣顧問 

管理部門支援 エルモヘネス ゴンサレス、持続的開発副大臣顧問 

管理部門支援 カルロス エチェベリア、持続的開発副大臣顧問 

財務部門 ルカス アルビス、管理部長 

環境部門 マルレニ デ コロチョ、社会環境マネージメント室長 

環境部門 レステル ルイス、社会環境マネージメント室技術者 

技術部門 エリベルト アレアガ、エネルギー局長 

技術部門 バイロン デル シッド、開発部コーディネータ 

技術部門 フランシスコ ゴメス、開発部技術者 

技術部門 オット ルイス、再生エネルギー部長 

技術部門 オスワルド ガルシア、再生エネルギー部技術者 

技術部門 ドゥビ マヌエル アギレ、企画技術者 

技術部門 ファビオ グディエル、エネルギー企画 

人材養成部門 フローラ マサ、人材養成部長 

 

市役所 
役割 氏名・役職 

維持管理の支援、及び生産活動の促進 チャハール市長 

チャハール市企画室コーディネータ 

カーボン市長 

カーボン市企画室コーディネータ 

パンソス市長 

パンソス市企画室コーディネータ 

 

コミュニティ 
役割 氏名・役職 

エネルギー供給管理、及び

クリーンエネルギーの生産

への利用 

ラス・コンチャス ラス・コンチャス農民開発組合 
 Asociación de Desarrollo Campesina Las Conchas （略称：ASCALCO） 

セアシル 開発協同組合 
 Asociación Comunitaria para el Desarrollo （略称：RAXK’ICHE）  
ホロム・イヒシュ シエラ・デ・ラ・ミナス開発組合 
 Asociación para el Desarrollo de la Sierra de las Minas （略称：ADESMI） 

 

 

 



グアテマラ国 
クリーン・エネルギーによる北部村落生産活動促進計画（環境プログラム無償） 
概念的枠組み：平和構築－上からのグッドガバナンスと下からのエンパワメント 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中央政府：MEM, ,MAGA, 環境省、INAB等

地方自治体、開発審議会、中央政府
省庁の支所 

コミュニティー：村落開発審議会、村
の在来組織など 

地域資源：エネルギー資源（マ
イクロ水力など）、森林、農産
物、水産資源、伝統文化など 

マーケット JICAなど 

ファシリテーション/資源
（資金・技術）の提供 

ファシリテーション 

ファシリテーション/資源
の提供 

ファシリテーショ
ン/資源の提供 

共同体活動として
の資源の要求 

地方自治体としての
資源の要求 

地域資源の開発と有効利用によるコミュニティ
ーの共同活動としての生計向上活動 

投入資源の購入、生産物の販売
など、マーケットを介した生計
向上活動 

技術的調査、設計、
建設 

関係する政策・法的枠組み： 
エネルギー資源開発関係（エネルギー政策・法律・規制）、 
地方分権化関係（地方自治体法、地方分権法）、 
村落開発政策関係（農牧省・森林庁関連開発予算・技術的支

援プログラム）、 
マーケティング・商品化関係（産業開発輸出振興政策制度・

製品認証制度）など 

別添4 
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別添 5 
Programme Grant Aid for Environment and Climate Change 

of the Government of Japan 
（ 終版） 

 
The Grant Aid provides a recipient country (“the Recipient”) with non-reimbursable funds to 
procure the facilities, equipment, and services (engineering services and transportation of the 
products, etc.) for economic and social development of the country under principles in accordance 
with relevant laws and regulations of Japan. The Grant Aid is not supplied through the donation of 
materials as such. 
 
Based on “Cool Earth Partnership” initiative of the Government of Japan, the Programme Grant 
Aid for Environment and Climate Change (“GAEC”) aims to mitigate effects of global warming 
by reducing GHGs emission (mitigation; e.g. improvement of energy efficiency) and to take 
adaptive measures (adaptation; e.g. measures against disasters related to climate change, including 
disaster prevention such as enhancing disaster risk management). 
 
GAEC may contain multiple components that can be combined to effectively meet these needs. 
The contractors and suppliers may not be confined to Japanese firm and construction can be 
conducted by utilizing local methods. 
 
1. Procedures for GAEC 
 
GAEC is executed through the following procedures. 
• Application (Request made by a recipient country) 
• Survey (Preparatory Survey conducted by Japan International Cooperation Agency (JICA) 
• Appraisal & Approval (Appraisal by the Government of Japan and Approval by the Cabinet) 
• Commitment of Implementation (The Notes exchanged between the Government of Japan 

and the Recipient Country) 
 
Firstly, the application or request for a GAEC project submitted by the Recipient is examined by 
the Government of Japan (the Ministry of Foreign Affairs) to determine whether it is eligible for 
GAEC.  If the request is deemed appropriate, the Government of Japan assigns JICA to conduct a 
survey on the request. 
 
Secondly, JICA conducts the Preparatory Survey (“the Survey”) with Japanese consulting firms. 
 
Thirdly, the Government of Japan appraises the project to see whether it is suitable for Japan's 
GAEC, based on the Survey report prepared by JICA, and the results are then submitted to the 
Cabinet for approval. 
 
Fourthly, the project, once approved by the Cabinet, becomes official with the Exchange of Notes 
(E/N) signed by the Governments of Japan and the Recipient. 
 
JICA executes the Grant by making payments of the amount agreed in the E/N and strictly 
monitors that the funds of the Grant are properly and effectively used. 
 
Procurement Management Agent is designated to conduct the procurement services of products 
and services (including fund management, preparing tenders, contracts) for GAEC on behalf of the 
Recipient.  The Agent is an impartial and specialized organization that will render services 
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according to the Agent Agreement with the Recipient.  The Agent is recommended to the 
Recipient by the Government of Japan and agreed between the two Governments in the Agreed 
Minutes (“A/M”). 
 
2. Preparatory Survey 
 
1) Contents of the Survey 
The purpose of the Survey, conducted by JICA on a requested project ("the Project"), is to provide 
the basic document necessary for the appraisal of the Project by the Government of Japan.  The 
contents of the Survey are as follows: 
 
(1) Confirmation of background, objectives, and benefits of the Project and institutional capacity of 
agencies and communities concerned of the Recipient Country necessary for project 
implementation. 
(2) Evaluation of relevance of the Project to be implemented under the Grant Aid Scheme for 
Environment and Climate Change from a technical, social, and economic point of view. 
(3) Confirmation of items agreed upon by both parties concerning the basic concept of the Project. 
(4) Preparation of the outline design of the Project. 
(5) Estimation of cost for the Project. 
 
The contents of the original request will be modified, as found necessary, in the outline design of 
the Project according to the guidelines of Japan's Grant Aid scheme. 
 
The Government of Japan requests the Government of the Recipient to take whatever measures 
necessary to ensure its responsibility in implementing the Project.  Such measures must be 
guaranteed even if they may fall outside the jurisdiction of the implementing organization of the 
Recipient Country.  This has been confirmed by all relevant organizations of the Recipient 
through the Minutes of Discussions. 
 
2) Selection of consulting firms 
For the smooth implementation of the Survey, JICA will conduct the Survey with registered 
consulting firms. JICA selects the firms based on proposals submitted by firms with interest in 
implementing the Survey. The firms selected will carry out the Preparatory Survey and prepare a 
report, based on the terms of reference set by JICA. 
 
The consulting firms that will implement the Project after the E/N and the Grant Agreement (“the 
G/A) will be, in principle, Japanese firms recommended by JICA for maintaining technical 
consistency with the Survey. 
 
2. Implementation of GAEC after the E/N 
 
1) Exchange of Notes (E/N) 

The content of GAEC will be determined in accordance with the Notes exchanged by the two 
Governments concerned, in which items including, objectives of the project, period of execution, 
conditions and amount of the Grant Aid are confirmed. 

 
2) Details of Procedures 

Details of procedures on procurement and services under GAEC will be agreed between the 
authorities of the two governments concerned at the time of the signing of the G/A. 
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Essential points to be agreed are outlined as follows: 
a) JICA will supervise the implementation of the Project. 
b) Products and services will be procured and provided in accordance with JICA's 

"Procurement Guidelines for the Program Grant Aid for Environment and Climate 
Change.” 

c) The Recipient will conclude a contract with the Agent. 
d) The Agent is the representative acting in the name of the Recipient concerning all transfers 

of funds to the Agent. 
 
3) Focal points of “Procurement Guidelines for the Program Grant Aid for Environment and 

Climate Change”  
a) The Agent  

The Agent is the organization, which provides procurement of products and services on 
behalf of the Recipient according to the Agent Agreement with the Recipient.  The Agent is 
recommended to the Recipient by the Government of Japan and agreed between the two 
Governments in the A/M. 

 
b) Agent Agreement  

The Recipient will conclude the Agent Agreement, in principle, within two months after 
the signing of the G/A, in accordance with the A/M.  The scope of the Agent’s services will 
be clearly specified in the Agent Agreement.  

 
c) Approval of the Agent Agreement  

The Agent Agreement is prepared as two identical documents and the copy of the Agent 
Agreement will be submitted to JICA by the Recipient through the Agent. JICA confirms 
whether the Agent Agreement is concluded in conformity with the E/N, A/M, and G/A and 
the Procurement Guidelines for the Program Grant Aid for Environment and Climate 
Change then approves the Agent Agreement. 

 
The Agent Agreement concluded between the Recipient and the Agent will become 

effective after the approval by JICA in a written form. 
 

d) Payment Methods  
The Agent Agreement will stipulate that “Regarding all transfers of the fund to the Agent, 

the Recipient will designate the Agent to act on behalf of the Recipient and issue a Blanket 
Disbursement Authorization (“the BDA”)to conduct the transfer of the fund (hereinafter 
referred to as “the Advances”) to the Procurement Account from the Recipient Account. 

 
The Agent Agreement will clearly state that the payment to the Agent will be made in 

Japanese yen from the Advances and that the final payment to the Agent will be made when 
the total remaining amount become less than three percent (3%) of the Grant and its accrued 
interests excluding the Agent’s fees. 

  
e) Products and Services Eligible for Procurement 

Products and services to be procured will be selected from those defined in the G/A. 
 

f) Selection of firms  
In principle, firms of any nationality could be contracted as long as the firms satisfy the 

conditions specified in the tender documents.  
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The same applies for any individual consultants who will be involved in the project and 
provide services necessary for the training and guidance related to the Project. The 
consultants that will be employed to do detail design and supervise the work for the Project, 
however will be, Japanese nationals recommended by JICA for the purpose of maintaining 
technical consistency with the Survey 

 
g) Method of Procurement 

When conducting the procurement, sufficient attention will be paid to transparency in 
selecting the firms and for this purpose, competitive tendering will be employed in principle. 

 
h) Tender Documents 

The tender documents should contain all information necessary to enable tenderers to 
prepare valid offers for the products and services to be procured by GAEC. 

 
The rights and obligations of the Recipient, the Agent and the firms supplying products 

and services should be stipulated in the tender documents to be prepared by the Agent. Aside 
from this, the tender documents will be prepared in consultation with the Recipient. 

 
i) Pre-qualification Examination of Tenderers  

The Agent may conduct a pre-qualification examination of tenderers in advance of the 
tender so that the invitation to the tender can be extended only to eligible firms. The 
pre-qualification examination should be performed only with respect to whether the 
prospective tenderers have the capability of concluding the contracts. 

 
For this, the following points should be taken into consideration: 
(1)  Experience and past performance in contracts of similar kind 
(2)  Financial credibility (including assets such as real estate) 
(3)  Existence of offices and other items to be specified in the tender documents. 
(4)  Their potentialities to use necessary personnel and facilities. 

 
j) Tender Evaluation  

The tender evaluation should be implemented on the basis of the conditions specified in 
the tender documents.        

 
Those tenderers which substantially conform to the technical specifications and other 

stipulations of the tender documents, will be judged in principle on the basis of the submitted 
price, and the tenderer who offers the lowest price will be designated as the successful 
tenderer. 

 
The Agent will submit a detailed evaluation report of tenders to JICA for its information, 

while the notification of the results to the tenderers will not be premised on the confirmation 
by JICA. 

 
k) Additional procurement  

If there is any remaining balance after the competitive and/or selective tendering and/or 
direct negotiation for a contract, and if the Recipient would like to procure additional items, 
the Agent is allowed to conduct this additional procurement, following the points mentioned 
below:  
 
(1) Procurement of same products and services 
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When the products and services to be additionally procured are identical with the initial 
tender and a competitive tendering is judged not efficient, additional procurement can be 
conducted by a negotiated contract with the successful tenderer of the initial tender. 
 
(2) Other procurements 

When products and services other than those mentioned above in (1) are to be procured, 
the procurement should be conducted through competitive tendering. In this case, the 
products and services for additional procurement will be selected from among those in 
accordance with the G/A. 

 
l) Conclusion of the Contracts 

In order to procure products and services in accordance with the guideline, the Agent will 
conclude contracts with firms selected by tendering or other methods.  

 
m) Terms of Payment  

The contract will clearly state the terms of payment. The Agent will make payment from 
the "advances,” against the submission of the necessary documents from the firm on the 
basis of the conditions specified in the contract. When the services are the object of 
procurement, the Agent may pay certain portion of the contract amount in advance to the 
firms on the conditions that such firms submit the advance payment guarantee worth the 
amount of the advance payment to the Agent.  

 
4) Undertakings required by the Government of the Recipient Country 

In the implementation of the Grant Aid Project, the Recipient Country is required to 
undertake necessary measures as the following: 
a) To secure land necessary for the sites of the Project and to clear, level and reclaim the 

land prior to commencement of the Project. 
b) To provide facilities for distributing electricity, water supply and drainage and other 

incidental facilities in and around the sites. 
c) To ensure all the expense and prompt execution for unloading, customs clearing at the 

port of disembarkation and domestic transportation of products purchased under the Grant 
Aid, 

d) To ensure that customs duty, internal taxes and other fiscal levies that may be imposed in 
the Recipient Country with respect to the purchase of the Components and the Agent’s 
services will be exempted by the Government of the Recipient Country. 

e) To accord all the concerned parties, whose services may be required in connection with 
supply of the products and services under the contracts, such facilities as may be 
necessary for their entry into the Recipient Country and stay therein for the performance 
of their work. 

 
5) "Proper use of funds" 

The Recipient Country is required to operate and maintain the facilities constructed and 
equipment purchased under the Grant Aid properly and effectively and to assign personnel 
necessary for this operation and maintenance as well as to bear all the expenses other than 
those covered by the Grant Aid. 

 
6) "Export and Re-export" of products 

The products purchased under the Grant and its accrued interest will not be exported or 
re-exported from the Recipient Country. 
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両国の主な分担事項（改訂版） 

1 施設建設開始前の準備事項  
  日本側 「グ」国側 

番号 項目 無償資金協力 
ｴﾈﾙｷﾞｰ鉱山省

（MEM） 

地方政府 

（市役所） 
コミュニティ

1 用地の確保     
2 環境社会配慮     
3 整地等     
4 建設||許可の取得     
5 社会的準備 技術支援    

2 施設建設、機材調達に関する分担事項  
  日本側 「グ」国側 
番

号 項目 無償資金協力 
ｴﾈﾙｷﾞｰ鉱山省

（MEM） 

地方政府 

（市役所） 
コミュニティ

1 門扉･柵の設置     
2 駐車場の設置     
3 アクセス道路の設置  
 1) サイト内     
 2) サイト外     
4 施設建設および機材調達     
5 配線、給水、下水など  
 1) 電気、給水、下水、ガス、電話  
 a. 施設サイトまで     
 b. 施設サイト内     
 2) 家具、器材  
 a. 一般家具     
 b. プロジェクト器材     

6 配電線、引き込み線等の設置  →表 1 と図１を参照 
7 調達手続きに関する事項     
 
3 銀行取極、輸送、免税措置その他手続きに関する分担事項  
  日本側 「グ」国側 

番号 項目 無償資金協力 
ｴﾈﾙｷﾞｰ鉱山省

（MEM） 

地方政府 

（市役所） 
コミュニティ

1 日本の銀行への支払い  
 1) 銀行手数料の支払い     
2 荷卸、通関  
 1) 日本国または第 3 国から供与国への航空

便、船便     

 2) 荷卸し港、空港における免税、通関手続

き     

 3) 荷卸港、空港からプロジェクトサイトま

での国内輸送     

3 関係者の入国、滞在の便宜     
4 免税     
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4 施設の運用開始後の維持管理、村落の生計向上活動  
  日本側 「グ」国側 

番号 項目 無償資金協力 ｴﾈﾙｷﾞｰ鉱山省

（MEM） 

地方政府 
（市役所） コミュニティ

1 施設,器材の適切な使用  
 a. 日々の施設運転維持管理と小規模な

修繕およびその費用負担 
技術支援 

支援 支援  

 b. 電気料金の徴収、管理 技術支援 支援 支援  
 c. 維持管理、修理に関する技術支援、改

修・予備品調達の予算負担 
技術支援 

支援 支援  

 d. 大規模な改修、その他施設整備、復旧

等でコミュニティ、自治体が対応でき

ないもの 

 
支援   

2 マイクロ水力発電所の運営・維持管理に関す

る初期の技術支援 
 

 a 発電施設の運転維持管理に関する技

術的指導  技術支援 支援   

 b 村落電化組合の経営支援 技術支援 支援   
3 村落生計向上活動に関する支援  
 a 電気を使った生産技術導入支援 技術支援 支援   
 b 電気を使った生計向上活動と支援メ

カニズム創出のための支援 技術支援 支援   

4 CDM 登録手続きに関する技術支援 技術支援    

 
5 その他  
  日本側 「グ」国側 
番

号 項目 無償資金協力 
ｴﾈﾙｷﾞｰ鉱山省

（MEM） 

地方政府 

（市役所） 
コミュニティ

1 無償でカバーされないその他の経費負担     
2 Consultative Committee の召集と参加     

注記：  ：負担することを示す。 
 
別表 

日本側と「グ」国側の配電線の区分 
グアテマラ側 

設備区分  日本側 
MEM 市役所 ｺﾐｭﾆﾃｨ 

資材 ● × × × 
高圧配電線 

建設 ● × × × 
資材 ● × × × 

低圧配電線 
建設 ● × × × 
資材 ● × × × 

引込み線、ﾒｰﾀｰ 
建設 × ● ● ● 
資材 × × × ● 

屋内配線 
建設 × × × ● 

●：責任機関 

 

 

 

 

 

発電所 

民家

低圧配電線 

高圧配電線 

引込み線 

電力計 
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別添 7 

Monitoring Form for Environmental and Social Consideration(Provisional) 
 
-If environmental reviews indicate the need of monitoring by JICA, JICA undertakes monitoring for 
necessary items that are decided by environmental reviews.  JICA undertakes monitoring based on regular 
reports including measured data submitted by the project proponent.  When necessary, the project 
proponent should refer to the following monitoring form for submitting reports. 
 
-When monitoring plans including monitoring items, frequencies and methods are decided, project phase or 
project life cycle (such as construction phase and operation phase or development, operation and mine 
closure) should be considered. 
 
1.Responses/Actions to Comments and Guidance from Government Authorities and the Public 
 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 
ex.) Responses/Actions to Comments and Guidance from 
Government Authorities  

 

 
2.Mitigation Measures 
- Air Quality(Emission Gas / Ambient Air Quality) 

Item Unit 
Measured 

Value 
(Mean) 

Measured 
Value 
(Max.) 

Country’s 
Standards 

Referred 
International 

Standards 

Remarks 
(Measurement Point, 

Frequency, Method, etc.) 
SO2      Access road & construction 

site, quarterly, portable 
measuring instrument 

NO2      ditto 
CO      ditto 
SPM      ditto 
Dust      ditto 
 
- Water Quality(Effluent/Wastewater/Ambient Water Quality) 

Item Unit 
Measured 

Value 
(Mean) 

Measured 
Value 
(Max.) 

Country’s 
Standards 

Referred 
International 

Standards 

Remarks 
(Measurement Point, 

Frequency, Method, etc.) 
SS  
(Suspended 
Solid) 

     3 sites, quarterly, portable 
measuring instrument 

BOD/COD      Las Conchas site, quarterly, 
portable measuring 
instrument 

DO      ditto 
Total Nitrogen      ditto 
Total 
Phosphorus 

     ditto 

Temperature      3 sites, quarterly, portable 
measuring instrument 

 
- Noise / Vibration 

Item Unit 
Measured 

Value 
(Mean) 

Measured 
Value 
(Max.) 

Country’s 
Standards 

Referred 
International 

Standards 

Remarks 
(Measurement Point, 

Frequency, Method, etc.) 
Noise level      Las Conchas site, quarterly, 

portable measuring 
instrument 
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- Waste 
Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 

Disposal method of waste materials from the construction 
 

 

 
3.Natural Environment 
- Soil erosion 

 
- Flow of river 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 
Change in flow of river 
 

 

 
- Ecosystem 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 
Negative effects for aquatic life 
(Species and numbers of inhabiting in the water) 
Negative effects for vegetation 
(Logging / planting after construction) 

 

 
- Landscape 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 
Change in landscape of the Pemech Fall in dry season 
(Las Conchas site) 

 

 
4.Social Environment 
- Resettlement 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 
Action to the private house needed to move out 
 

 

 
- Land Use 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 
Change of land use 
 

 

 
- Economic activity / Utilization of local resources 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 
Negative effects for the tourist resources in Las Conchas 
(falls, swimming spots, camping grounds) 
Negative effects for the field and forests 

 

 
- Sanitation 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 
Action to aggravation of the sanitary condition due to 
increasing construction workers 

 

 
- Risk of infectious diseases & disaster 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 
Action to occurrence of infectious disease due to 
increasing construction workers 

 

 
 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 
Action to soil erosion 
 

 



 11

別添 8 
Check List for Environmental and Social Consideration（Provisional） 

Category Environmental 
Item Main Check Items Confirmation of Environmental 

Considerations 

(1) EIA and 
Environmental 
Permits 

① Have EIA reports been officially completed?  
② Have EIA reports been approved by authorities of the 
host country’s government?  
③ Have EIA reports been unconditionally approved?  
If conditions are imposed on the approval of EIA reports, 
are the conditions satisfied?  
④ In addition to the above approvals, have other 
required environmental permits been obtained from the 
appropriate regulatory authorities of the host country’s 
government?  

①Yes 
②To be approved 
③No such conditions 
④No additional approval 

1 Permits 
and 

Explanation 

(2) 
Explanation to 
the Public 

① Are contents of the project and the potential impacts 
adequately explained to the public based on appropriate 
procedures, including information disclosure?  Is 
understanding obtained from the public? 
② Are proper responses made to comments from the 
public and  regulatory authorities?  

①MEM held meetings to explain 
situations and plans of the project to the 
residents of each community to gain their 
understanding and cooperation. 
②As a result, good understanding of the 
communities could be gained about the 
current status and how to bring forward the 
project. Details should be further discussed 
to get better understanding of the residents.

(1) Water 
Quality 

① Is there a possibility that reduced the river flow 
downstream will cause water quality degradation 
resulting in areas that do not comply with the country’s 
ambient water quality standards? 

①In Las Conchas site, to mitigate 
declining quality of water during 
construction, some countermeasures such 
as utilizing excavated waste soil to 
establish banks along the river are to be 
taken to prevent the surface water from 
inflowing from the surrounding 
meadowland into the river. 

2 Mitigation 
Measures 

(2) Wastes 
① Are earth and sand generated by excavation properly 
treated and disposed of in accordance with the country’s 
standards? 

①The generated earth and sand are small 
amounts, and there is no influence on 
environment. 

3 Natural 
Environment 

(1) Protected 
Areas 

① Is the project site located in protected areas 
designated by the country’s laws or international treaties 
and conventions?  Is there a possibility that the project 
will affect the protected areas? 

①Las Conchas site is located in the 
Municipal Las Conchas Natural Recreation 
Park. The spectacular view of the falls 
might not look as powerful in a dry season.  
However, as the flow rate of the Pemech 
Fall with a greatest drop can be secured, 
possible adverse impact on the tourist 
resource is reduced. As for the water used 
for swimming, waterfall basins and water 
impounded around upper part of falls can 
be used:  No impact is expected. 
Jolom Ijix site is located in Las Minas 
Mountain Range Biosphere Protection 
Buffer Area. As the land modification 
associated with new construction of civil  
facilities will be small-scaled, no 
significant impact on environment is 
expected. 

3 Natural 
Environment (2) Ecosystem 

① Does the project site encompass primeval forests, 
tropical rain forests, ecologically valuable habitats (e.g., 
coral reefs, mangroves, or tidal flats)?② Does the project 
site encompass the protected habitats of endangered 
species designated by the country’s laws or international 
treaties and conventions?③ Is there a possibility that the 
project will adversely affect downstream aquatic 
organisms, animals, plants, and ecosystems? Are 
adequate protection measures taken to reduce the impacts 
on the ecosystem? ④ Is there a possibility that 
installation of structures, such as dams will block the 

①No②No③,④In Las Conchas site, no 
impact on inhabitation of fish and shellfish 
is expected. In Seasir site and Jolon Ijix 
site, there will be a water reducing section 
between an intake and outlet.  However, 
as the basin is small, and it is usual that the 
flow rate is extremely down in a dry 
season, the impact on aquatic life is 
limited.  
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Category Environmental  
Item Main Check Items Confirmation of Environmental 

Considerations 

movement of the migratory fish species (such as salmon, 
trout and eel that move between rivers and sea for 
spawning)?  Are adequate measures taken to reduce the 
impacts on these species? 

(1) 
Resettlement 

① Is involuntary resettlement caused by project 
implementation?  If involuntary resettlement is caused, 
are efforts made to minimize the impacts caused by the 
resettlement?  
② Is adequate explanation on relocation and 
compensation given to affected persons prior to 
resettlement? 
③ Is the resettlement plan, including proper 
compensation, restoration of livelihoods and living 
standards developed based on socioeconomic studies on 
resettlement? 
④ Are agreements with the affected persons obtained 
prior to resettlement?  

①One private house needs to move out.  
②a representative of the community is to 
explain & reach an agreement with the 
resident. 
③A new place for the resident can be 
prepared in the nearby area. 
④No objection is expressed by the family.

(2) Living and 
Livelihood 

① Is there a possibility that the project will adversely 
affect the living conditions of inhabitants?  Are adequate 
measures considered to reduce the impacts, if necessary? 
② Is there a possibility that the project will adversely 
affect the downstream land uses?  In particular, is there a 
possibility that reductions in the supply of fertile soils to 
downstream areas will adversely affect agricultural 
production?  
③  Is there a possibility that diseases, including 
communicable diseases, such as HIV will be introduced 
due to immigration of workers associated with the 
project?  Are adequate considerations given to public 
health, if necessary? 
④  Is there a possibility that water-borne or 
water-related diseases (e.g.,  
schistosomiasis, malaria, filariasis) will be introduced?  

① No 
② No 
③ The constructor is to set temporary 
lavatories and to give the workers 
directions edifyingly to conduct 
appropriate trash separation & disposal. 
④ No 

4 Social 
Environment 

(3) Heritage 

① Is there a possibility that the project will damage the 
local archeological, historical, cultural, and religious 
heritage sites?  Are adequate measures considered to 
protect these sites in accordance with the country’s laws? 

① No remains or cultural heritage exists 
in the site. 

4 Social 
Environment (4) Landscape 

① Is there a possibility that the project will adversely 
affect the local landscape?  Are necessary measures 
taken?  

① As for a group of falls appearing 
upstream of the Pemech Fall, the flow rate 
decreases in the section located upstream 
of the water releasing spot due to water 
intake for power generation. During a dry 
season when the flow rate is less, the 
spectacular view of the falls featuring 
whitecaps might not look as powerful in 
the above mentioned area.However, as the 
flow rate of the Pemech Fall with a greatest 
drop can be secured, possible adverse 
impact on the tourist resource is 
reduced.Some ingenious operational plan 
is needed for the dry season when they 
have many tourists such as setting the 
period of time for decreasing the quantity 
of water intake. 

5 Others 
(1) Impacts 
during 
Construction 

① Are adequate measures considered to reduce impacts 
during construction (e.g., noise, vibrations, turbid water, 
dust, exhaust gases, and wastes)? 
② If construction activities adversely affect the natural 
environment (ecosystem), are adequate measures 
considered to reduce impacts? 
③ If construction activities adversely affect the social 

① The constructor is to use Appropriate 
heavy machineries and construction 
vehicles.  Directions are to be given to the 
workers to conduct inspection and 
maintenance for the vehicles, to avoid 
unnecessary idling, and to drive slowly etc.  
Preventative actions such as regular water 
sprinkling are to be discussed to prevent 
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Category Environmental 
Item Main Check Items Confirmation of Environmental 

Considerations 

environment, are adequate measures considered to reduce 
impacts?  
④ If necessary, is health and safety education (e.g., 
traffic safety, public health) provided for project 
personnel, including workers? 

swirling dust in a dry season. 
② The constructor is to use a method in 
which emission of turbid water is reduced.
③ The constructor is to set temporary 
lavatories and to give the workers 
directions edifyingly to conduct 
appropriate trash separation & disposal. 
The constructor is to give the workers 
direction on how to prevent infectious 
diseases.  
④ Yes 

  
(2) Accident 
Prevention 
Measures  

① Are adequate contingency plans and mitigation 
measures developed to cover both the soft and hard 
aspects of the project, such as accident prevention 
programs, installation of prevention facilities and 
equipment, and safety education for workers?  Are 
adequate measures for emergency response to accidental 
events considered? 

① Operational routes of construction 
vehicles are to be discussed among the 
police and local residents at the planning 
stage.  An adequate construction method 
is to be proposed to prevent traffic 
accidents.  The information on 
construction schedule  and progress is to 
be provided for the local residents, 
especially people and school residing along 
the access routes of construction vehicles. 

  (3) Monitoring 

① Does the proponent develop implement monitoring 
program for the environmental items that are considered 
to have potential impacts ? 
② Are the items, methods and frequencies included in 
the monitoring program judged to be appropriate? 
③ Does the proponent establish an adequate monitoring 
framework (organization, personnel, equipment, and 
adequate budget to sustain the monitoring framework)? 
④ Are any regulatory requirements pertaining to the 
monitoring report system identified, such as the format 
and frequency of reports from the proponent to the 
regulatory authorities? 

① Yes 
② Yes 
③ To be discussed 
④ To be discussed 

  
Reference to 
Checklist of 
Other Sectors 

① Where necessary, pertinent items described in the 
Forestry Projects checklist should also be checked (e.g., 
projects in the mountains including large areas of 
deforestation). ② In the case of dams and reservoirs, 
such as irrigation, water supply, and industrial water 
purposes, where necessary, pertinent items described in 
the Irrigation Projects, and Water Supply checklists 
should also be checked. ③ Where necessary, pertinent 
items described in the Power Transmission and 
Distribution Lines checklist should also be checked (e.g., 
projects including installation of electric transmission 
lines and/or electric distribution facilities). 

① No② No③ No  

6 Note 
Note on Using 
Environmental 
Checklist 

① If necessary, the impacts to transboundary or global 
issues should be confirmed (e.g., the project includes 
factors that may cause problems, such as transboundary 
waste treatment, acid rain, destruction of the ozone layer, 
or global warming).  

① No 

    
1) Regarding the term “Country’s Standards” mentioned in the above table, in the event that environmental standards in the country where the project is 
located diverge significantly from international standards, appropriate environmental considerations are made, if necessary. 
      
    In cases where local environmental regulations are yet to be established in some areas, considerations should be made based on comparisons with 
appropriate standards of other countries (including Japan' experience). 
 
2) Environmental checklist provides general environmental items to be checked.  It may be necessary to add or delete an item taking into account the 
characteristics of the project and the particular circumstances of the country and locality in which it is located. 

 
 

 





Memorandum of Understanding (MOU) 
on Clean Development Mechanism (CDM)  

Between Japan International Cooperation Agency (JICA) 
and Ministerio de Energía y Minas (MEM) 

 
Arrangement on Clean Development Mechanism 

 
I. The Preparatory Survey Team of Japan International Cooperation Agency (hereinafter referred to as 

“JICA”) and Ministerio de Energía y Minas (hereinafter referred to as “MEM”) discussed the 
possibility to form the captioned “The Project for Promotion of Production Activities by Clean 
Energy in Northern Villages in The Republic of the Guatemala” (hereinafter referred to as 
“Project”) as Clean Development Mechanism (hereinafter referred to as “CDM”) under the Article 
12 of the Kyoto Protocol. 

II. MEM showed its intention in forming the project as CDM and selling the Certified Emission 
Reductions (hereinafter referred to as “CERs”) generated from the project. 

III. MEM requested JICA to support the realization of its intention as mentioned in II above. 
IV. JICA agreed to consider the provision of its support for a part of necessary works, such as 

preparation of Project Design Document (hereinafter referred to as “PDD”). 
V. MEM expressed its appreciation to JICA. 

 
Guatemala, 3 September 2009 

 
 
                 
Takeo Sasaki 
Director, 
JICA Guatemala 

                 
Ing. Carlos Meany 
Ministro de Energía y Minas, 
República de Guatemala  

 
              

 
 
 
                 
Dr. Luis Alberto Ferraté Felice 
Ministro de Ambiente y Recursos Naturales, 
República de Guatemala 

 
 
 

 
 
                 
Licda. Ana María Ruiz 
Directora de Cooperación Internacional, 
Secretaría de Planificación y Programación  
de la Presidencia,  
República de Guatemala 

 









MEM-MARN-JICA間プロジェクトにおける 
３小水力発電設備に係る所有権についての回答書 

 
 
 

１．はじめに、グアテマラ政府の「国家契約法」とその規則がこの点に関して定めてい

ること、並びに利用権の法的概念を示しておく。 
 

a) 第２条 公的機関間の譲渡 
 
同法規則の定めるところにより、国家機関間および国家機関と地方分権団体、自治体、

実施団体、市役所などの公共団体間においては、財物、人的・物的サービス、または

必要な物品を調達することが出来る。 
 
b) 国家契約法に係る規則第１条 公的機関間の譲渡 
 
同法第２条で言及されている国家機関と公共団体間における取引は、支払の有無に

関わらず、交換もしくは補償により行うことができる。（以下省略） 
  
b）不動産の占有権および所有権を譲渡する場合は、あらかじめ政府合意による認可

を受けた後、政府公証人の立会いの下署名した証書により正式な手続きを行う。国

有財産・入札局あるいは地方公共団体の財産目録担当課は、該当する引渡しに関する記

録を起こし、所定の登録を行う。 

 

利用権とは、他人の財物を、その形体と本質を保存する義務を負わせつつ、利用権者

に使用・収益する権利を与える法的概念である。ただし、それを設定する憲法または

法律が他のことを承認するときは、その限りでない。 
 
 

前述をふまえ、JICAを通じて日本政府が供与する水力発電所は、以下の手続きを通じて

いかなる市役所にも移管することができる。 
 
１．MEMに同発電所が供与された時点で、これらはグアテマラ国の資産として国有

財産局に登録され、所定の政府合意書が発行される。 
 
２．国の資産として一旦登録された資産は、上記「国家契約法」第２条および同法

規則の第１条に従い、利用権の法的概念により、市役所に利用権を移管することが

できる。 



 
３．利用権が設定される場合、市役所は、利用権が設定された財物が最も効率的に使

われるように、その旨の契約が交わされる。同契約書の中には、利用にあたっての条

件を盛り込むことができる。例えば、利用権の期限、利用権を受けた者の維持管理の

義務、その維持管理を怠った場合には、財物の所有者としてMEM が利用権の契約を解

消する、あるいは司法による命令がなくても介入することが可能である等の条件であ

り、コミュニティあるいは合弁企業が管理運営に当ることを条件にすることも出来る。 

 

 ４．市役所に資産の利用権を移管する際には、独立企業を作ることを勧める。その目的

は、その資産を市役所から切り離し、発電による収益が市役所の運営管理費として利用

される可能性を防ぐためである。以上で１から８までの質問への回答とする。 
 
５．なお、本調査の重要点の一つである質問３の回答に関して、「電力基本法」の第７

条に従って、ある個人あるいは法人が、発電、送電、並びに/あるいは国家電力グリッ

ド（SEN）での配電を同時に実施しようとする場合、それは異なる企業および法人によ

り実施されなくてはならない。 
 
前述の規定を読んでみると、今回は水力発電所を設置するコミュニティで発電、配電し、

国家電力グリッドを通じて配電しないため、一個人もしくは法人が両事業を実施するこ

とができると推測できる。 
 
６．所有権と利用権を分離できるかどうかについては、分離可能で、その例としてINDE
がカルデラス地熱発電においてオルティトラン社にリオオンド水力発電の発電量を増や

すために利用権を供与した例がある。つまり、利用権という法的概念をもって、利用権

を取得した企業はINDEの介入なしに独自に事業を展開できる。 

 

エネルギー鉱山省 副大臣 

ロメオ・ロドリゲス・メネンデス 
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資料 5：事業事前計画表（概略設計時） 
 

1. 協力対象事業 

 グアテマラ共和国 クリーン・エネルギーによる北部村落生産活動促進計画 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

「グ」国は、1997 年から 2006 年の間に全国電化率を 60%から 86%に向上させたものの、貧困層

が集住する比率の高い地方部の電化率は低く、対象地域の先住民が多く住むアルタ・ベラパス県

（貧困率 80%以上）の電化率は全国で最も低い。 

「グ」国の政策においては「競争力のある料金でのエネルギー供給量の拡大」、「再生可能エネル

ギーを優先させたエネルギー源の多様化」および「再生可能並びに枯渇性資源を適切に利用した

持続可能な開発の推進」等を掲げている。また、地方電化計画（Plan de Electrificacion Rural：REP
／1998 年策定）において、民間企業の参入が困難な地方部の電化は、国家電力公社 (INDE) の
推進の下、新たに 150 万人の電化を実現し、全国電化率 90%を達成することを目標にしている。

しかしながら、REP の達成後も 26 万世帯が未電化で残ることが推定されている。さらに、「グ」

国は、エネルギー鉱山省を中心にグアテマラ GVEP (Global Village Energy Partnership) 委員会を設

立し、地元にある再生可能エネルギー資源（マイクロ水力）を活用した近代的エネルギーの供給

を実現し、地域住民の生計向上に資することを計画している。 

これらの「グ」国の方針に応じ、各ドナーが、農村電化の優先地域や事業選定などのプロジェク

トを実施した。 

本プロジェクトは、ここで示された優先地域のうち、米州開発銀行（IDB）が、「グ」国の NGO
（ソーラー財団）を通じて実施したフィージビリティスタディに基づき、アルタ・ベラパス県の

3 サイトにマイクロ水力発電施設建設、運営・維持管理体制強化の支援、および生計向上に向け

た水力発電による電気を用いた生産活動の促進支援を行うものであり、「グ」国により、環境プ

ログラム無償資金協力として我が国に要請してきたものである。 

3. プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲および規模） 

未電化の 3 集落群においてマイクロ水力発電所により、電気が持続的に供給・活用される。

裨益対象：グアテマラ国アルタ・ベラパス県の 3 集落群の地域住民 
裨益人口：約 6,200 人 
 －ラス・コンチャス集落群（チャハール市）：11 地区 416 世帯（約 2,500 人） 
 －セアシル集落群（カーボン市）     ： 3 地区 204 世帯（約 1,300 人） 
 －ホロム・イヒシュ集落群（パンソス市） ： 8 地区 397 世帯（約 2,400 人） 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

1) 未電化の 3 集落群においてマイクロ水力発電施設、配電設備が整備される。 

2) 中央政府、地方政府、村落審議会、住民組織による生計向上のための電気エネルギー

を利用した生産活動のためのメカニズムが確立される。 

(3)プロジェクト全体計画の主要活動 

1) 未電化の 3 集落群においてマイクロ水力発電施設、配電設備を設置する。 

2) 組合組織運営のための体制作り、適正人員配置に係る支援を行う。 
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3) 発電所の運転、保守管理に係る技術支援を行う。 

4) 健全な電気事業運営のメカニズムの確立、経理管理に係る技術支援を行う。 

5) 中央、地方政府の支援体制作り、モニタリングに係る支援を行う。 

6) 地域住民の生活改善活動のための体制作り、活動に係る支援を行う。 

7) 生計向上に向けた電気を利用した生産活動のための体制作り、活動に係る支援を行う。

(4) 投入（インプット） 

ア．日本側（＝本案件）：無償資金協力（環境プログラム） 10.02 億円 

イ．相手側： 
1) 建設用地の確保 
2) 必要な人員の確保 
3) 運営維持管理、モニタリングに関する経費の確保 
4) 対象集落までのアクセス道路の確保 
5) 各種関連機関との調整・申請・承認 
6) 引込み線、電力量計の設置工事 

(5) 実施体制 

 主管官庁及び実施機関：エネルギー鉱山省 (Ministerio de Energia y Minas) 持続可能開発次官

室 (Viceministerio de Desarrollo Sostenible) 

4. 無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

1) ラス・コンチャス集落群（チャハール市 アルタベラパス県） 
2) セアシル集落群（カーボン市 アルタベラパス県） 
3) ホロム・イヒシュ集落群（パンソス市 アルタベラパス県） 

(2) 概  要 

当該無償資金協力案件により整備される主要な施設・機材および技術支援は以下の通り。 
1) マイクロ水力発電機および付帯設備の調達・据付 
2) 高圧配電線用（13.8/7. 97kV）資機材の調達・据付 
3) 低圧配電線用資機材の調達・据付（引込み線、電力量計の調達含む。） 
4) 電気事業維持管理、運営、生産活動促進等に関する技術支援 

(3) 相手国側負担事項 

1) 建設用地の確保 
2) 対象集落までのアクセス道路の確保 
3) 引込み線等の据付 

(4) 概略事業費 

概略事業費 11.16 億円（無償資金協力 10.02 億円、｢グ｣国側負担 1.14 億円） 

(5) 工  期 

実施設計、入札期間を含め施工期間は 18.5 ヶ月（予定）。 
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なお、技術支援は施工開始より 36 ヶ月（予定）。 

(6) 貧困・ジェンダー、環境および社会面の配慮 

本案件は、持続可能で、環境に優しいマイクロ水力発電設備の電気を、地域住民の生活の改

善活動、生計向上に向けた生産活動の促進支援を組合わせたプロジェクトである。地域の農

産物や観光資源を有効活用して、｢グ｣国で最も貧困地域となっているプロジェクト対象地域

の貧困層の生活改善に寄与することが期待される。 

女性の家事労働軽減の活動、夜間の識字学校の開講等で、女性の活動機会が増えることが期

待される。 

5. 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

大きな政治、経済の混乱がない。 
想定外のハリケーン、大洪水、地震が発生しない。 

6. 過去の類似案件からの教訓活用 

特に該当事項なし。 

7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

成果指標 現状（2009 年） プロジェクト実施後（2013 年） 

マイクロ水力発電

施設および配電設

備の導入 

• 対象 3 集落群について

未電化 

 

 

• 生計向上活動の組織が

ない。 

• 生計向上活動の計画が

ない。 

• 対象 3 集落群において、出力合計 251kW のマ

イクロ水力発電施設、配電設備が整備される。

• 22 集落の 1,017 世帯（約 6,200 人）に電力が供

給される。 

• 電気を利用した生計向上活動を実施する組織

が形成される。 

• 電気を利用した生計向上活動に係る計画がで

きる。 

(2) その他の成果指標 

 なし 

(3) 評価のタイミング 

 プロジェクト終了時（2013 年） 
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ESTUDIO DE PREINVERSION A NIVEL DE FACTIBILIDAD DEL PROYECTO DE 
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SEGEPLAN Secretaría de Planificación y Programación de la Presidencia  大統領府企画庁 
MEM Ministerio de Energía y Minas エネルギー鉱山省 
CNEE  Comisión Nacional de Energía Eléctrica  国家電力委員会 
INDE El Instituto Nacional de Electrificación 国家電力公社 
MARN Ministerio de Ambiente y Recursos Naturales 環境資源省 
CONAP Consejo Nacional de Areas Protegidas 自然保護管理委員会 
INSIVUMEH Instituto Nacional de Sismolopjia, Vulcanologia, Maeteoroologia e Hidrologia 全国地震・火山・気象・水理研究所 
FS Fundación Solar ソーラー財団 
GVEP Global Village Energy Partnership 地球村エネルギーパートナーシップ 
UNDP (PNUD) Programa de las Naciones Unidas para el Desarrollo  国連開発計画 
IDB (BID) Banco Interamericano de Desarrollo BID 米州開発銀行 
INE Instituto Nacional de Estadística 国家統計局 
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